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午前９時00分 開議  

  開議の宣告 

○議長（鍔本規之君） 

 これより本日の会議を開きます。 

 ただいまの出席議員数は16名であり、定足数に達しております。 

 本日の議事日程は、配付のとおりです。 

 撮影の許可について申し上げます。 

 議会中継及び議会だより編集のため、議場内において、一般質問の場面を放送関係職員及び議会

書記が撮影することを許可しておりますので、御報告いたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（鍔本規之君） 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、会議規則第81条により、議席番号９番 黒田芳弘君と10番 臼井悦子

君を指名いたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  日程第２ 一般質問 

○議長（鍔本規之君） 

 日程第２、一般質問を行います。 

 13番 若原敏郎君の発言を許します。 

○１３番（若原敏郎君） 

 皆さん、おはようございます。 

 議長の許可を受けましたので、通告に従い大きく３点質問させていただきます。 

 まず１点目の政田川の洪水についてでありますが、ことしは災害の多い大変な夏でした。ことし

の６月末から７月８日にかけて、西日本を中心に北海道や中部地方など、全国的に広い範囲で集中

豪雨が発生しました。台風７号と梅雨前線などの影響で記憶的な集中豪雨となり、各地で甚大な被

害が出ました。気象庁では、平成30年７月豪雨と命名されています。 

 また、災害復旧中に大変な猛暑に襲われて、さらに非常に強い台風21号、24号の上陸と、日本中

が洪水や暴風雨に見舞われ、自然災害の恐ろしさを改めて知らされました。 

 この平成30年７月豪雨は、西日本を中心に多くの地域で河川の氾濫や浸水被害、土砂災害が発生

し、広範囲で多くの犠牲者が出る甚大な災害となってしまいました。西日本が中心ではありました

が、岐阜県でも期間内に総降雨量は岐阜県郡上市で1,200ミリを超え、中濃、飛騨にかけ気象庁は、

今回の豪雨が過去の豪雨災害と比べて極めて大きなものであったとしております。 

 今回の豪雨、当初は本巣市にも前線がかかっていましたが、それで極めて危険な状況でしたが、

中心は少し東にずれ、難を逃れたかなあというような状況でありました。 
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 中濃から飛騨地域の郡上市、下呂市、高山市で観測史上最大値を更新したとのことです。本市で

も、洪水や台風の暴風直撃は免れましたが、地域によっては今後の洪水や台風にはさらに心配を募

らせているところでございます。 

 私の近くの政田川沿いの地域では、過去の台風、洪水からたびたび浸水被害に遭っています。台

風や梅雨前線による豪雨が近づく時期になると、川幅が狭く流れがスムーズに行かない箇所が随所

にあり、下流域の改修工事も進まない状況のもとでは、政田川の氾濫に危機感を持ち、不安を抱き、

私のところへでも、洪水のたびに心配しなければならないが、工事はどうなっているのとよく聞か

れます。過去に何度かこれは質問しておりますが、改めて政田川について、以下のお尋ねをしたい

と思っております。 

 １番目に、過去の洪水に対して調査や記録があるでしょうか。その点お聞きをいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を原産業建設部長に求めます。 

 原産業建設部長。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 それでは、政田川の洪水について、過去の調査や記録の有無についてお答えいたします。 

 国土交通省河川局により、昭和36年より実施している水害統計調査から被害の状況について確認

したところ、昭和49年７月の台風８号では、床下98件、床上２件、浸水面積は214.6ヘクタール、

県内でも大災害となった昭和51年９月の９・12豪雨災害においては、床下201件、床上21件、浸水

面積は227.1ヘクタールと大きな被害が発生いたしました。 

 平成２年９月の台風19号では、床下３件、浸水面積は0.3ヘクタール、平成22年９月の台風９号

では、床下２件、浸水面積は1.2ヘクタール、平成25年９月の台風17号、18号では、床下７件、浸

水面積は1.5ヘクタールと報告されております。 

 なお、こういった要因につきましては、昭和43年から54年にかけまして実施されました真正西部

土地改良事業の区画整理によりまして排水系統が変更され、また農村総合整備モデル事業や県営基

幹排水対策事業など、さまざまな事業を活用し政田川の改修も順次進められ、浸水被害も大幅に減

少したということで考えられております。以上でございます。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 今の部長の説明では、改修整備も進んでいて、最近は被害が少ないというような答弁でございま

したが、実際は、すぐに道路が冠水したり、水が出ている状況であります。政田川の整備だけやな

しに周りの環境が変わってきたんじゃないかなあと、こんなことを私も思っております。 

 ２番目に行きます。 

 政田川では、数年前に犀川に流れ込む下福島の河川改修工事が始まりましたが、以後、一向に上
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流に向かって進んでいきません。現在の進捗状況を教えてください。 

 あのときは、たしか県道関ケ原線まではすぐやるというような話をお聞きしておりました。本巣

市の弾正地域に住み、洪水に悩まされる住民は順次進められるものと期待しております。犀川合流

点から改修工事は始まりましたが、現在どういう状況であるかということを２番目にお聞きしたい

と思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を原産業建設部長に求めます。 

 原産業建設部長。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 それでは、政田川の改修工事の進捗状況についてお答えさせていただきます。 

 一級河川政田川の整備計画区間は、犀川合流点から温井橋の約1.8キロメートルについて、総合

治水プランを作成し、平成25年に10年間の整備目標を定め、犀川合流点から約400メートルまでの

河道拡幅と、主要地方道岐阜関ケ原線までの狭小部から優先的に拡幅を行う目標を設定してありま

す。 

 平成24年に犀川合流点から新福島橋間の約390メーター区間について、測量、設計を実施し、平

成25年度より地元説明会、用地測量を実施、平成26年から27年にかけて用地買収に着手していただ

いております。一部未買収区間がありますが、おおむね完了し、同年につきましては、下流部右岸

で樋管工及び堤脚水路の工事を施工していただきました。 

 平成28年から29年度にかけまして用水ポンプの移転補償や、新福島橋から上流の約370メーター

区間の用地買収を進めていくとともに、平成30年度も同区間の用地買収を継続して交渉していただ

いている状況でございます。 

 平成31年度におきましても、引き続き用地買収を進めていただくとともに、下流から順次、掘削

護岸工事についても実施いただく予定でございます。 

 本市といたしましても、円滑に事業が進んでいただけるよう継続要望を強くしていきたいと思っ

ております。以上でございます。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 今の答弁で、今は用地買収をしていると。それと、今、31年といいますと来年からは目に見える

掘削護岸工事に入るというような答弁をいただきましたので、ぜひ遅滞なく進むように県のほうに

も要望していっていただきたいとお願いいたします。 

 地球の温暖化により、この昨今では非常に強い台風とか、先ほど言いましたが、台風が頻繁に接

近するようになっておりましたので、本当に住民は心配しておりますので、工事を進めていってい

ただければ本当にありがたいと思います。 
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 それで３番目に行きます。 

 ちょっとここで訂正をさせていただかなければなりませんが、質問に弾正橋と書いておりました

が、ちょっと私の勘違いで橋の名前を間違えました。正しくは県道田之上屋井線にかかる橋は政田

橋でございますので、このことは答弁者の原産業建設部長にも訂正の了解を得てありますので、質

問は政田橋ということでお願いをいたします。 

 この政田橋は、上流の護岸が整備され、流域が確保されているのに比べて、この政田橋の橋脚間

が非常に狭く、橋桁も低いことから流れが悪く、過去にごみがつかえ、流水が阻みあふれてフェン

スの網の目から住宅地に流れ込んだことがあります。また、政田橋の付近は川幅が狭いのか、最近

では短時間の豪雨でも増水が早く、道路が冠水します。 

 ３番目としまして、政田橋は川幅や橋桁の高さが低く水があふれることが懸念されていますが、

市としては以前現地の状況を見ていただいたこともありますが、県への要望で出されていると私は

認識しておりますが、現在はどのようになっておるでしょうか。部長にお尋ねします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を原産業建設部長に求めます。 

 原産業建設部長。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 それではお答えさせていただきます。 

 政田川の水があふれる実態につきましては、犀川の未改修も大きく影響しておりますが、政田川

の下福島地内の河積が狭いことから、大雨が降ると越水して沿線の農地や道路が冠水していること

も原因であると考えられております。 

 また、政田橋の断面につきましては、狭小部かつ曲線部であることから、流水の阻害が懸念され

ております。 

 政田橋は、犀川合流点から2.4キロ地点であり、総合治水プランの整備計画区域外となるため、

当面の改修予定はないとお聞きしておりますが、現計画の犀川合流地点から温井橋下流部の改修完

了することによりまして、当該箇所の水位低下は大きく期待されていることから、当市としまして

も、先ほど答弁させていただきましたように早期完成を強く要望するとともに、政田橋付近につき

ましても、過去の洪水実態を踏まえ、現計画での妥当性を検証していただくよう、また要望してま

いりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 １つ要望でありますけれど、政田橋の上流部分で現在、宅地開発が行われようとしておりますが、

上流にこの橋には、山とかそういう樹木がないんで流木が詰まるということはありませんが、過去

に、先ほど申しましたようにごみが詰まり、住宅地域に越水したことがあり、あふれ出して大変危
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険がはらんでいると思います。先ほどのように県へ再検証していただくように要望していただきた

いと。また、下流の完成後には早急に考えていただきたいと、こんなことを思っております。 

 市長にお尋ねします。 

 本巣市の河川で、南部地域は一級河川が多くて管轄が違いますが、近年の気象状況から地球の温

暖化による台風が巨大化するというふうに言われております。このあたりは、今回は偶然に災害を

免れたんじゃないかと、一つ間違えれば大きな災害になっていたと、こんなことを思っております。

市内では、危険な河川は政田橋だけではありませんが、現状を捉え、市の河川の整備についての市

長のお考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、河川整備についての御質問にお答え申し上げたいと思います。 

 先ほど若原議員のおっしゃるとおりでございまして、河川整備というのは本当に重要な課題でご

ざいます。特に、洪水氾濫等による災害から貴重な生命、財産を守り、また地域住民が安心して暮

らせる、そのためにも河川の整備というのは本当におっしゃるとおりでございまして、重要課題で

ございます。 

 本巣市が管理いたしております河川につきましては、地域の要望、また浸水被害箇所に対しまし

て改修を実施しているところでございますけれども、先ほど来お話ございますように、市内の浸水

被害の軽減を図るためには、やはり何といっても市が管理している河川ではなくて、県管理の河川

が大半でございまして、県管理で、特にきょうお話にございます政田川は、もう県管理の河川でご

ざいまして、犀川と並んで、この私ども南部地域の一番、中小河川の中でも大変重要な河川ではあ

ります。こういった犀川、政田川の河川改修というのが、こういった今の地域住民の安心を確保す

るには最優先の課題であるというふうに思っております。 

 そういったことで、県のほうに現在の犀川の河川改修事業についてお聞きいたしましたところ、

現在、瑞穂市の牛牧、横屋付近で犀川の県事業が実施されておりますけれども、本巣市内まで来る

にはちょっとまだ先になるというふうにお聞きいたしております。 

 また、先ほど来お話が出ておりますように、県が改修工事をあわせて進めております政田川につ

きましても、あくまでも暫定的な、要するに狭いところ、それから拡幅策とかそういうようなこと

での対応ということで、暫定的な対策であるということでございますので、私どもは引き続き政田

川、犀川、こういった中小河川の本格的な河川改修を進めていただくようにこれからも要望してい

きたいと思いますし、こういうことが必要だということを強く訴えていきたいと思っております。 

 こうした中で、現在、全国の河川で大水害が頻発しているという状況を踏まえまして、県では洪

水時に川の状況を把握できるように、危機管理型の水位計の設置というのをあわせて進めていただ

いておりまして、本年度、犀川、五六川、中川、政田川、根尾東谷川にこういった危機管理型の水
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位計を設置していただくことにしておりまして、こういうことを設置することによりまして、洪水

時に住民が早期に避難して命を確実に守れるような、そんな取り組みもあわせてやっていただいて

おりますので、河川改修とあわせて、通常の河川の危機管理というのもあわせてやることで地域住

民の安全な生活を確保していきたいというふうに思っております。 

 これからも引き続き、市民の皆さんが安心して生活できるように県と連携を図り、現在進めてい

ただいております犀川、政田川等の河川整備事業の早期完了を目指しまして、今後とも努力してま

いりたいというふうに思っております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 本巣市の洪水ハザードマップ、また地震防災マップ、こういうのを見ますと、真正地域全体とい

いますか、南部が非常に危険度が高いと私は見ております。洪水対策が考えられないところへは、

やはり人も移住・定住の人も敬遠してちょっと避けられますし、企業誘致も、企業の方もちょっと

ここではというふうに敬遠されると思います。 

 市長に河川環境の整備にも、ぜひ今後、力を入れていただくようによろしくお願いをいたします。 

 続いて２番目に移ります。 

 災害救助の実施についてという質問なんですが、この質問のさきの今の質問の続きみたいなもの

ですが、これは今月７日の朝日新聞に載っていましたが、羽島市では、災害時の救援活動や生活再

建が円滑に進められるように復旧を優先させる橋を事前に決めておく、優先順位をつけて138本を

選定したとありました。 

 県が緊急輸送道路に指定している橋は37カ所を最優先に復旧させ、それだけでは足りないから、

市内全域で10回の会合で自治会長や防災士などから意見を聞き、避難所へのアクセスを可能にする

橋、また学校や地域コミュニティセンターに徒歩で、自転車で行ける橋を、応急復旧を優先させる

橋を決めましたと、こんな記事が載っておりました。 

 地震や豪雨災害では、日本のどの場所で発生しても不思議でない、現在そんな状況であります。

災害救助の円滑な実施を想定し対策が必要と捉え、お尋ねをいたします。 

 救助や支援物資の輸送にいち早く行動するには、道路・橋の架設復旧も重要と考えますが、本巣

市では、この対策はどこまで進んでいるかをお尋ねしたいと思います。 

 災害時の救援活動や生活再建のための道路、橋に復旧の優先順位を決めておくのが大切と思いま

すが、総務部長にお尋ねいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 
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 それでは、道路・橋など優先順位の御質問にお答えをさせていただきます。 

 本市では、本巣市の地域防災計画におきまして、災害復旧、復興対策について定めておりますほ

か、平成28年度に策定いたしました業務継続計画について具体的な対応を定めております。 

 この業務継続計画では、限られた資源に制約があるという状況下におきまして、応急業務及び継

続性の高い通常業務を特定するとともに、非常時優先業務の業務継続に必要な資源の確保や配分、

そのための手続の簡素化、指揮命令系統の明確化等について必要な措置を講ずることによりまして、

大規模な地震災害等があっても適切な業務を行うことを目的とした計画でございます。 

 この計画の中で、緊急輸送に関することといたしまして、緊急輸送道路に指定しております市道

につきまして、国県道から救援物資の集積所であります各施設への道路の確保を、発災後３時間以

内を目途といたしまして業務を開始することとしております。さらに、その他の道路の応急対策、

復旧業務を発災後１日以内を目標にしまして業務を開始することとしております。 

 しかしながら、市内全域がこのような大規模な災害の際には、被災箇所が多くなることが予想さ

れますことから、議員が今お話しされました、事前に優先順位を決めておくことは復旧作業の迅速

化と住民の安全な避難確保に向け有効な手段の一つと考えております。 

 県内では、先ほど議員が申されましたように、羽島市が災害時に優先的に復旧する道路、橋をあ

らかじめ格付する取り組みを始めたとの報道もございました。その取り組みの内容としましては、

緊急輸送道路をＡ、避難所や公共施設へつながる幹線道路をＢ、学校や地域コミュニティセンター

へ徒歩や自転車で移動するための道路をＣという格付をしまして、災害時に格付に基づき円滑な復

興を展開するものとお聞きしております。 

 今後につきましては、このような取り組みも参考にしつつ、業務継続計画をより実効性の高いも

のとして迅速な災害復旧ができるよう、関係課と調整を図りながら取り組んでまいりたいというふ

うに考えております。以上でございます。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 再質問をします。 

 業務継続計画を結んでいるということでありますが、我々市民にとっては、具体的にどうしてく

れるのというような話になると思いますが、少し具体的にお話しできればいいかなあと、こんなこ

とを思います。 

 また、道路を復旧するには、いろんな資材の確保というのもありますが、その復旧のための資材

の確保、そういうのも契約の中に入っておるんでしょうか。ただ、業者と契約だけでは、実際に動

きがとれないと、お任せという状態ではだめだと思いますので、その辺ちょっと詳しくお願いいた

します。 

○議長（鍔本規之君） 
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 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 今、お話をさせていただきました業務継続計画というものでございまして、これは市がそういう

災害時に優先すべき業務を決めまして、それをいつから開始するのかというところの計画でござい

まして、今、議員がお話がございました、実際にはじゃあどういうふうに復旧していくのかという

話でございますが、市ではそうした緊急道路等の復旧のための資材は当然ございませんので、これ

につきましては、通常の災害でも御存じかと思いますが、建設業協会のほうにお願いをしながら、

今申しましたような緊急道路につきましては、優先的に復旧をしていくということになろうかとい

うふうに思っております。 

 また、その後に順次そうしたほかの道路につきましても復旧していくということでございますが、

最初につきましては、どうしてもやっぱり建設業協会に頼らざるを得ないというのが現状かと思い

ますが、日数がたてば、そのほか他市町からの応援等あろうかと思いますので、それに基づいて順

次復旧していくということでございます。以上でございます。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 災害が広範囲になりますと、まず、やはり地元の近い業者に復旧作業を依頼して、皆さんの不自

由のないようにしていただければならないと思いますので、もう少しそのあたりを綿密に契約とい

いますか、計画を立てていただきたいなと、こんなことを要望しておきます。 

 ２番目に行きます。 

 災害救助法の一部を改正する法律ができ、これまで県に限られていた災害救助法による救助主体

について、救助実施市の長が新たに加わったと。みずからの事務として、被災者の救助を行うこと

を可能にする制度の創設としています。県との連携を含め、救助実施市の意向によることとしてい

ます。 

 内閣府の概要を見ますと、実施については指定都市の中から指定するとなっていますが、改正の

効果として、最大実施市のトータルの人口だと思いますが、2,700万人の被災者の救助を迅速かつ

円滑に行えるようになるとともに、その他の市町村の被災者の救助も迅速化されるという効果も期

待されるというふうに書いてありました。 

 岐阜県では、指定都市というのはありませんので、単純に考えれば、全く対象外の話であります

が、やはり市としましても、円滑に迅速な救助実施は本当に大切と思い、発生時にいち早く本巣市

の独自に市による実施が必要ではないかということを思いますが、この法改正を捉えて総務部長は

どうお考えか、お伺いをいたします。 

○議長（鍔本規之君） 



－１２０－ 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 災害救助法が改正になったということで、救助実施市の長による救助ということでございますが、

この平成30年６月15日に改正されました改正災害救助法によりますと、これまで都道府県が災害救

助を実施したということでございますが、これが県におきまして大規模災害時の避難所の設置や運

営、仮設住宅の供与や救助に関した権限を、今回、政令指定都市に移すことも可能になったという

改正でございますが、これによりまして全国の20の政令指定都市の総人口約2,700万人でございま

すが、こうした被災者の救助を円滑に行えるようになったというのが今回の改正でございます。 

 なお、この改正制度による救助実施市の指定基準につきましては、１つ目といたしまして、救助

実施市となることを希望する市と都道府県との間で連携体制がとれておること。２つ目といたしま

して、救助実施市として必要な組織体制が整備されておること。３つ目といたしまして、救助実施

市として必要な財政基盤、災害救助基金の積み立てでございますが、これがあること。４つ目とい

たしまして、関係する行政機関及び団体との調整が図られているということがございます。 

 こういった要件がございまして、現時点では、本市がこうした災害救助実施市になるということ

はできないものというふうに考えております。 

 しかしながら、本市はこうした災害救助法の適用いかんにかかわらず、引き続き災害体制の強化

に努めまして、県や災害応援協定機関、自治会、その他関係機関と連携、当然協力をしながら、い

ち早く救助活動ができるように努めまして、市民の安全・安心の確保に努めてまいりたいというふ

うに考えております。以上でございます。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 この法律の改正は、指定都市に対して行うものというふうになっておりますが、私がちょっとひ

ねくれた考えかもしれませんけれど、この法律の意図は、災害救助は広範囲に広がることから、国

や県だけでは手に負えない事態が想定されていて、まず指定都市から、できるだけ自分のことは自

分でしなさいと言っているように思えておりますし、さらに国も資金的に余裕がないことから、災

害救助基金もみずから積み立てて積み立てを義務づけていると。順次、次の市におろしていくんじ

ゃないかなあというようなことを思っておりました。将来的には、この本巣市のような小さなとこ

ろにも、この法律の適用が来るんじゃないかなあと、先の話と思いますが、そんなことを感じてお

りました。 

 市長に伺いますが、被災者の人命救助は、指定都市でも、本巣市のような人口の少ない地でも重

みは一緒であります。県にお尋ねして救助を待つよりも、それも機動力の問題で重要ではあります

が、みずからできることを市の権限でやっていくという考えはお持ちでしょうか。市長にお伺いし
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たいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 今の再質問にお答え申し上げますけど、議員のおっしゃるとおりでありまして、それぞれ災害市

町は、今でも、今まででもそうですけれども、自分のまちでできることは精いっぱいやると。ただ、

災害の被害の大きいときには、自分たちのまちだけでは何ともならないというのが現状でありまし

て、東日本大震災を見ましても、西日本を見ましても、自分の市だけで対応できるのは限度がある

ということで、常日ごろから応援協定というのをうたれまして、県、またそれから関連の市町、そ

して全国的な支援と協力いただいて災害復旧には取り組んでいるというのは実態でありまして、

我々もこれからもできるものは自分たちでまずやる、ですけれども、当然それだけの人材が確保で

きないということから、やっぱり県、そしてまた近隣の市町、また他県の応援をいただきながら住

民の安全・安心を確保するというふうになろうかと思っております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 災害については本当に緊急を要しますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 大きい３番に移ります。 

 老人クラブの現状についてお伺いをいたします。 

 私も老人クラブ対象年齢になっておりまして、全国的には60歳から加入となっておりますが、私

の自治会では65歳からお誘いが来るようですが、老人クラブには関心はありますが、入っていない

ことがちょっと後ろめたい気持ちがあります。 

 そんな中ではありますが、質問をいたします。 

 老人クラブ組織活動の根拠法は、昭和38年制定、老人福祉法にあるとのことです。第13条で、地

方公共団体は、老人の心身の健康の保持に資するための教養講座、レクリエーションその他広く老

人が自主的かつ積極的に参加できることができる事業（以下「老人健康保持事業」という。）を実

施するように努めなければならないとされ、地方公共団体は、老人の福祉を増進することを目的と

する事業の振興を図るとともに、老人クラブその他当該事業を行う者に対して、適当な援助をする

ように努めなければならないと定められています。しかしながら、全国的にも会員数が減少し、活

動が衰退しているのが現状であります。 

 本巣市でも、地域の老人クラブの会員減少で維持が困難になってきております。老人クラブの存

続の意義は、自身の健康体力の保持や認知症の予防とか、さらに地域への社会貢献に寄与等々が上

げられておりますが、加入者不足の原因は、長寿命化による加入者全体が高齢化しているのと、役
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員さんのなり手不足や事業内容のマンネリ化が原因と言われています。 

 市において現状を見直し、老人クラブの活動しやすい組織の改編を考えるべきと思いますが、そ

こで１点目をお尋ねしますが、本巣市老人クラブ連合会に地域の単位クラブが加盟している状況を

お聞きしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を久富健康福祉部長に求めます。 

 久富健康福祉部長。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 それでは、老人クラブの現状につきましてお答えをいたします。 

 本巣市老人クラブ連合会は、市内在住の60歳以上の高齢者で、各地区の単位老人クラブにより構

成をされまして、平成30年４月１日現在で市内38クラブ、会員数2,835人の方が登録をされており

ます。 

 地域別では、根尾地域は１クラブ、117人、本巣地域は19クラブ、1,463人、糸貫地域は11クラブ

で823人、真正地域は７クラブ、432人となっております。 

 また、平成27年４月１日現在は、市内47クラブ、会員数3,640人で、近年減少の傾向にあります。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 会員数が非常に少なくなってきたというふうにお聞きしました。 

 特に今びっくりしましたのは、真正が７クラブで400人ちょっとというふうにお聞きしました。

非常に少なくなってしまっているなあというふうに驚きました。 

 次の質問に行きます。 

 ここ数年、会員数の減少が懸念されているところですが、老人クラブの活動の原動力は、市から

の補助金、また会員の個々の会費によって運営されていると思いますが、市からの補助金は、平成

29年度では589万4,000円となっておりました。この金額は老人クラブにとって多いのか少ないかは

私はわかりませんが、老人クラブ連合会の補助金は有効に使われておると思いますが、どのように

使われておるのか教えていただきたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を久富健康福祉部長に求めます。 

 久富健康福祉部長。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 老人クラブ連合会活動推進事業補助金は、老人クラブ活動のより一層の活性化を図り、高齢者の

生きがいや健康づくりを推進することにより、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に資するこ

とを目的といたしまして、事務局職員の人件費に要する経費や老人クラブ活動の推進及び老人福祉



－１２３－ 

の推進に要する経費を補助しております。 

 具体的な活動といたしましては、生きがいと健康づくりといたしまして、グラウンドゴルフ、ゲ

ートボールなどの軽スポーツ大会や、文化活動として、生きがい作品展、大正琴やカラオケ、舞踊

などのねんりん芸能大会、また社会奉仕の日として９月20日を中心といたしました各地区での奉仕

活動や各種研修会など、さまざまな活動が行われております。このように生活を豊かにする活動や

地域を豊かにする活動が展開されており、補助金は有効に活用されているものと考えております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 次に行きます。 

 長寿社会とはいえ、全てが健康な人ばかりではありませんし、今後は地域での高齢者をめぐる問

題がさまざま出てくると考えられます。ひとり暮らしの方や高齢者のみの世帯での孤立化や、また

二世代、三世代家族でも元気で健康な高齢者であって初めて家族が円満に過ごせる秘訣だと思いま

す。一人でも多くの方が老人クラブに加入し、元気に暮らしていただきたいなあと私は考えており

ますが、近隣の自治会長さんにちょっとお聞きしたことがあるんですが、あるところでは、老人ク

ラブにも加入から脱会しちゃったんだけど、中には老人クラブ、ぜひやりたいけれど、集まる人数

が少ないからできないと、そんな残念がっているところがありました。 

 また、会からは、地域の老人クラブから脱会はしちゃったんだけど、その自治会の中で十数人集

まって、自治会の中だけで単独でやっているよと、本当に楽しくやっているよと、こんな話も聞き

ましたし、現在、何人かの市の老連に入ってみえる、真正地域の老人クラブに入ってみえるところ

が賛否分かれていると、もう脱会したほうがいいと、だけど、やったほうがいいという、そのまま

続けたほうがいいと。だけど、その自治会の中だけでは老人クラブをやっていこうと、そんな話が

されている自治会もあります。さまざまでありますが、３番目の質問としまして、市が積極的に指

導するのか、また組織の見直しが必要ではないかと私は考えますが、部長はどう考えられますか、

お伺いいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を久富健康福祉部長に求めます。 

 久富健康福祉部長。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 老人クラブは、老人福祉法等に基づきまして、国の公益財団法人全国老人クラブ連合会を上部組

織といたしまして、都道府県老人クラブ連合会、市町村老人クラブ連合会、単位クラブ会が構成さ

れておりまして、上部組織の基本目標に沿い、高齢者の教養の向上、健康増進、社会奉仕活動、地

域社会との交流、レクリエーションなどの活動を自主的に行っている組織でございます。 

 しかしながら、議員御指摘のとおり、近年の老人クラブ活動における最大の課題はクラブ数と会
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員数の減少にあります。減少の要因として考えられますのは、今日の60代は、現役として活躍して

いる人が少なくないこと、インターネット等の普及により、みずからサークル活動や講座の情報を

得て趣味や仲間づくりができるようになったこと、地域とのかかわりを煩わしいと考える人がふえ

たことなどから、クラブの会員組織自体が高齢化し、若手による事業運営の意向がスムーズに進ま

ず、組織の維持が困難となるといった悪循環を生み出しております。 

 こうした中、岐阜県老人クラブ連合会が推進しております基本目標では、地域の特性を生かした

会員増強運動の計画的な展開、活力と魅力ある老人クラブづくりを進めております。 

 本市といたしましても、老人クラブ加入促進のための周知を図るとともに、老人クラブ連合会の

事業の見直しや組織強化などにつきまして積極的に助言をしてまいりたいと考えております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 老人クラブは上部組織があり、その基本目標に沿った活動を行っていると。市の老人クラブ連合

会とか単位老人クラブのそういったのが市老連、また単位の老人クラブの組織と今、答弁の中から

お聞きしましたし、今日の60代のクラブ対象者は、みずからが同じ趣味や仲間づくりをしていて、

地域とのかかわりを持つのが煩わしいと考えているとのことでありました。 

 そうした中で、市は組織の強化などについて助言をしていきたいという答弁もありましたが、具

体的にやはり、私もこれ通告してありますので、その辺はちょっと考えてみえると思うんですが、

その助言といいますか、組織の強化についてどのようなことをしていくのかをお尋ねいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 再質問かな。 

○１３番（若原敏郎君） 

 再質問です。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 久富健康福祉部長。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 今後、高齢化がますます進む中で、老人クラブの存在は地域コミュニティを維持する上で極めて

重要であると考えております。 

 老人クラブは、活力と魅力あるクラブづくりを進めるとしておりますが、現状を打開する効果的

な事業がない状況にあります。 

 本市といたしましては、現在の活動を維持継続していくためには一定の見直しが必要であると考

えております。そのためには、まず60代の方にアンケート調査を実施するなどし、ニーズや課題を

分析することや、会員によるワークショップを開催することで活力と魅力ある老人クラブづくりの



－１２５－ 

ための具体的な事業を創出できればと考えております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 ぜひそうした助言とか、市が積極的に働きかけて助言をしていただきたいと、こんな会員数が減

少しないように、維持できるようにしていただきたいと、こんなことを考えております。 

 市長にお伺いいたします。 

 国の全国老人クラブ連合会の下部組織であるということから大変難しい問題であると思います。 

 先ほどの質問の答弁から、本巣市老人クラブ連合会は自然消滅の危機的な問題であると、今感じ

ております。毎年150人から200人が減少しているかなと、こんなことを思っております。 

 そんな現状の中、老人クラブ会員減少は今後避けられない状況でありますが、これも国の働き方

改革の影響を受け、定年でのんびり過ごしている高齢者が少なくなっていますし、反面、あるとこ

ろでは自治会内で単位老人クラブとして多くの方が楽しんでみえるのも現実でありますので、上部

組織にとらわれない運営方法がないかと思い、市老人クラブ連合会のけん引役は市でするべきじゃ

ないかなあと私は考えておりますが、市長のお考えをお伺いいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、老人クラブにつきましての御質問にお答え申し上げたいと思います。 

 老人クラブにつきましては、先ほど健康福祉部長がお答えいたしましたように、全国組織また県

の組織が掲げました基本目標に沿って自主的に活動を行っている組織ということでございます。 

 そういったことから、本巣市といたしましては、これからもいわゆる老人福祉法等に基づき設立

された老人クラブの自主性というのを尊重しながら、事業の見直し、また組織強化のための取り組

み、こういったものにしっかりと助言をしながら、会員の皆様が活動しやすい関係づくりというの

を支援してまいりたいというふうに思っております。 

 その中で、先ほど若原議員のほうからお話がございましたように、こういう組織に入ってやるこ

とばかりが活動でもございませんので、先ほど部長からもお話し申し上げましたように、本当にさ

まざまな形で、いわゆる老後というんですかね、いわゆる社会事業、スポーツを楽しんだりしてい

るということがありますので、いろいろこれからはさまざまな多種多様な認識のもとにおられます

ので、これからやっぱりそうした多種多様な意識を持った方々がいろんな場で活動できるようにや

っていただければいいということで、必ずしも組織化して全部やっていかなきゃならないという時

代ではないというふうに私は思っておりまして、組織は組織として組織のもとに活動していきたい

という方はそういうほうにやっていただければいいし、そうでなければ、それぞれ任意でサークル
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のような形でいろいろ活動していただければいいわけでありまして、また私どももそういった社会

活動等をやるのについては、これからもいろんな形での御支援、御協力はしていっておりますので、

これからもいわゆる若い人、お年寄り関係なく、一生懸命そういったスポーツ、それから文化等々

いろんなことをやられる団体、グループがおれば、そういった方々へのいろんな形でのニーズにお

応えできるような御支援はこれからもしていきたいというふうに思っております。 

 そういったことから、老人クラブ連合会でこの組織の会員をどんどんふやしてやっていくという

ことばかりが老人の生きがいづくりのもとではないと。いわゆるそればっかりが基本ではないとい

うふうに私は思っております。 

〔13番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 若原議員。 

○１３番（若原敏郎君） 

 ありがとうございました。 

 組織にとらわれずに活動すれば、市としては支援していくと、こんな市長のお考えもお聞きしま

した。 

 これで質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（鍔本規之君） 

 続きまして、16番 大西德三郎君の発言を許します。 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 若原議員に続いて一般質問をしたいと思います。 

 一般質問もそれぞれ皆さんいろんな観点から質問されて、それなりにいい質問されるし、勉強さ

せられる質問もあったりなんかしておるんですけど、そういう面で、皆さんに手本にならないよう

な質問をするようなことになりますけど、最後までおつき合いをしていただきたいと思います。 

 まず最初に、富有柿の振興ということで、きのうも控室で富有柿の話が結構話題になっておりま

して、前哨戦が終わってしまったようなことで、気が抜けたような感じになるかもわかりません。 

 たまたまこの通告書が10日前に出してありますので、ちょうど一番富有柿の収穫の真っ最中とい

うことで、私も４トンほど柿をつくっておりますので、その柿を始末する、柿畑へ行って柿をとっ

たり、その出荷したりどうのこうので、議員活動とかいろんなことがありますので、それもやりな

がら柿をやっておって、正直言ってくたくたになったような時期にちょうどこれ、通告書を出した

ということで、そんなことであったということ。 

 また、そのときにたまたまＮＨＫのテレビ「チコちゃんに叱られる！」という番組がありますけ

ど、皆さんも御承知かと思いますけど、「ぼーっと生きてんじゃねーよ」というふうにチコちゃん

に叱られるようなことをぱっと思いまして、あっ、もっとしっかりしたことをやらなきゃならんの

かなと、そんなふうに思って、自分も栽培しておる富有柿について、ちょっと市長さんに、これは
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事前に原部長のところへ行っていろんな話を聞いたりしたわけですけど、原部長も柿もつくってみ

えるということで、同じような悩みを持っておって、お互いに慰め合っておるようなことでは、こ

れは部長に質問しても仕方がないなと。いっそのこと、市長にぼこんとぶつけてしまおうというこ

とで、いきなりもう市長に質問をするということであります。 

 そんなことから本題に入っていきますけど、富有柿の振興ということで、本巣市のシンボルは淡

墨桜、名産品は富有柿であると言っても過言ではないと私は思っております。 

 全国的にも有力な柿生産地でありますが、近年、柿の木の伐採や、それと先ほども言っておりま

したけど、労働に対して収支が合わない、要はもうからないということなど、そんなことから生産

者が減少傾向にあります。このままでは衰退の一途であり、10年、20年先には生産者がいなくなる

のではないかと懸念をいたします。今までは有効な政策が打っていないようなと思っております。 

 本市のブランド富有柿の振興を図るためにも、思い切った市独自の施策を打つ必要があると思い

ます。市長のお考えをお聞きいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、富有柿の振興についての御質問にお答え申し上げたいと思います。 

 私も大西議員と同じように、柿の今の現状に対して、何となく私自身もじくじたる思いをいたし

ております。自分自身もなかなかそのいい案ができない、部長もおっしゃっておられるようですけ

れども、私自身も本当になかなか厳しいなという意識を持っております。 

 そういう認識を持っていますけれども、御質問ございますので、現在の現状を少しお答え申し上

げたいというふうに思っております。 

 2015年の農林業センサスによりますと、本巣市の富有柿の栽培面積は298ヘクタール、市町村ラ

ンキングにおきましては県下で第１位、全国でも第８位ということで、全国的にも有力な柿産地で

ございます。 

 しかし、2000年の世界農林業センサス調査時における本巣市の柿農家戸数は957戸、栽培面積は

387ヘクタールでございましたので、2015年の調査時においては702戸、298ヘクタールということ

で、近年は担い手不足等によりまして、大変大きく減少をしておる状況でございます。 

 今後、柿産地として維持、発展していくためには、新規就農者の確保というのが最も必要である

と考えておりますけれども、平成29年度からの柿の新規就農者といいます実績はございません。 

 要因といたしましては、柿は、先ほど議員のお話もございましたけれども、以前と比べてもうけ

ることが難しくなったということから、今、イチゴ、トマトのこういった方への新規就農がふえて

おりまして、これ市内でもイチゴ、トマトにつきましては、十数名の新規就農者が出ておりまして、

柿以外のいわゆる新規就農というのが農産物のほうに流れているという状況でございます。 

 これまでも、本巣市では、県やＪＡ等と協力いたしまして、何とかいい柿をつくって、そして高
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く売れる、そういった柿をつくり出して、それをどんどん売り出していこうというようなことで、

今までもこういった高品質、高価格の品種の更新というのに対しまして支援を行ってまいりました。 

 今後もこうした高価格、または有利に販売できる施策というのに対しまして支援を行っていくと

いうことで、先ほど申し上げましたように、いわゆるイチゴやトマトという他の農産物農家と同じ

ように柿農家の所得増というのがこういったことで図られないだろうかということで、就農者の減

少を食いとめていくと。どれぐらいの力になるかちょっとはっきりわかりませんけれども、少なく

とも、やらずに見ておればどんどんと衰退していきますので、こうした高品質、高価格の品種のこ

ういった柿の新植支援というようなことをやりながら、もっともっともうかる柿農家の育成という

のに、私は今後とも支援をしていきたいというふうに思っております。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 この富有柿についての質問をするに当たって、ＪＡというか農協に出荷される人、またそれぞれ

の何々青果という、そういう扱う店等があるわけですけど、私も前、○○青果へ出しておるわけで

すけど、そこで出会った人、これ糸貫の人ですけど、向こうは私のことを知っておって、市会議員

の大西さんですよねということで、ちょっとお話をさせてくださいということで、ちょっと話をし

まして、その人いわく、同じように柿をやっておって、もう全然疲れるだけでだめですよねという

話から始まって、その人いわく、米をつくっておる米作農家というか、そういう人たちは今、米を

収穫した後にすぐ田んぼを起こして、また麦をつくっておる、二期作になってきたと。今まで政府

の、これは国策ですから、どうのこうの言うことじゃありませんけど、要は補助金がいっぱいそう

いう面では、米に対しても、麦に対しても、大豆についても、要は転作どうのこうの、要は減反政

策がなくなってそのようになってきたわけですけど、それは国策で自給率を上げるため、また自給

していくという方針から国策があるのでしょうけど、少なくても国のそういう手厚い補助金といっ

ておる分があると。なら我々、今、柿をやっておるんだけど、何があるんだということで、大西さ

ん、いかにも不公平やないかなということを言われました。私にそんなこと、不公平やねと言われ

ても、同じように疲れて毎週やっておるわけですけど、そういうことを話を聞くと、特に糸貫の人

はマル糸さんから、それはマル糸のほうから抜けた人でしょうけど、それなりに一生懸命やってみ

えると。しかし、いかにも私ら柿をつくっておるのは、お米や麦をつくっておる人に比べて、本当

にそういう面ではいろんなことが補助金がないということで、非常にもう不公平だ、差別とまで言

わんけど、不公平だなあということを言われました。だから、何とか大西さん、市独自でいい政策

を打ってもらえんでしょうかというのが彼の言わんとすることでありました。 

 そんなことを受けて、私自身としても、今まで本巣市のブランドの富有柿ということでそうやっ

て売っておる以上、このままの状況であるならば、先ほど言いましたけど、10年先、20年先は本当

に衰退してなくなってしまうのではないか。そのとき、私はこんなところに立ってはいないし、い
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ないかもわからんし、市長も同じようなことかもわかりませんけど、しかし、やっぱり10年先、20

年先のことまでも我々が考えていくのが今の我々の努めではないかと、そんなふうに思っておりま

す。 

 だから、先ほど新規就農をふやしていく、それをやっていきたいと市長は言われましたけど、ま

た新植するのにまた五、六年は全く収益がないというか、そういうことは当たり前ですけど、その

方法としては新植していく方法もあったり、新しい接ぎ木をして新しくやっていく、いろんな方法

ありますけど、しかし、少なくても今の状況のままずうっとほかっておっては本巣のブランド富有

柿というのはやっぱり衰退をしていくと思います。しかし、一部の人は、そのころ一生懸命勉強さ

れて、研究されて、２個54万というような、恐ろしいようなそういう値段がつく柿もつくってみえ

て成功してみえますけど、しかし、そこはやっぱり我々みたいなそういうちょこちょこつくってお

る底辺があって、初めてそういう人たちの成功があるのかなと、そんなことを思います。 

 そんなことから、市独自ということはなかなか打ち出すのは難しいかもわかりませんけど、やっ

ぱり10年先、20年先のことまで考えて、市長、また執行部の予算は考えて新しい施策を打ってもら

いたいなと思っております。 

 そんなことから再度、市長にお聞きしますけど、やっぱりもうちょっと踏み込んだような形で答

弁していただけるとありがたいなと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 柿農家も、いわゆる新規就農とやれば、イチゴ、トマトと同じように今の県の支援制度というの

があって、当分５年間は所得保障という形でのそういう制度もございます。 

 イチゴ、トマトも同じような形で皆さん方、それこそ新規就農をチャレンジですかね、取り組ん

でおられるということがありますので、ぜひ柿もそういったことで高価格、高品質のものをつくり

出して、イチゴ、トマトに負けないように収益を上げるような、そんな努力を頑張る、いわゆる新

規就農者が出てくることを期待しいたしております。 

 いわゆるこういう柿類ですね、いわゆる果樹とお米との違いというのは、どうしてもやっぱり当

然、今、補助金等の仕組みというのでは全然違います。やっぱりお米の場合は、いわゆる国策とし

て、ずうっとやっぱりこうやってきて、国民の食を守るということで必要ということで多分いろん

な形での補助制度ができておりますけれども、こういった果樹栽培につきましては補助制度という

のがなかなか厳しいというのが現状でありますけれども、今、県なんかも協力をいただきながら新

規就農のいわゆるお手伝いさせていただいたり、また関係の機器整備等ともいろんな支援をしなが

ら今やらせていただいておりますので、今後とも、ほかのところも見ながら、できるだけ高価格、

高品質の、そしてもうかる柿農家になるような、そんな取り組みをこれからも一生懸命、また知恵

を出しながら、県、またＪＡ等とも協力しながら知恵を絞りながら取り組んでいきたいというふう
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に思っております。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 ありがとうございました。 

 そんなようなことで、よろしくお願いしたいと思います。 

 次、２つ目の質問に移りたいと思います。 

 市職員の副業解禁ということで、最初、この質問するに当たって、こんなことがあるのかなあと

いうような、私自身も受けとめました。 

 正直言って、私にも少なからずブレーンがおりまして、そういう人が、大西さん、こういう質問

をしてはどうですかというようなことで、そのブレーンの人からもらったような質問でありますけ

ど、でも自分自身も、やっぱりこれは勉強になるなということで、今までこんなことは過去に、皆

さん一般質問等に出てこなかったことでありますけど、自分自身の勉強にもなるということで、今

回この市職員の副業解禁ということで取り上げをさせていただきました。 

 それでは質問に入っていきますけど、政府は働き方改革の一環として、会社員の副業、兼職を推

進する方針を打ち出す中、地方自治体にも副業解禁に向けた動きが出てきております。 

 神戸市では、昨年４月、全国に先駆けて地域貢献応援制度と銘打ち、職務外に報酬を得て、地域

活動に従事する際の基準を明確にされ、職員に通達をしておるということであります。 

 もうちょっと補足的に言いますと、その神戸市については、背景としては、阪神大震災からやっ

ぱり20年以上が経過し、復興を進める上で重要な役割を担ってきたＮＰＯ法人や、地域団体で人手

不足や高齢化などの問題が浮き彫りになり、持続的な活動が厳しくなってきているという実態が背

景にあるというふうに思っております。 

 また、奈良県生駒市にも同様の施策が始められ、公益性の高さや持続性、市の発展に寄与するも

のに限られ、報告書の提出も義務づけられており、許可の基準は、勤務時間外、許容範囲の報酬、

職務公正の確保を損なわないなどの６項目で、ことし２月までに５人が許可を得られて、サッカー、

バレーボールの指導者及びＮＰＯ法人の活動に参加をしておるということであります。 

 そんなことから、最初の質問として、市職員の副業は地方公務員法によって原則禁止されていま

す。ただし、任命権者の許可をとっての時間外での副業は可能となっております。 

 そこで、現在、本市の職員で許可をとって副業をしている職員の実態はどうであるかをお尋ねい

たします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を大野企画部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 
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 それでは、お答えをさせていただきます。 

 地方公務員の副業につきましては、議員が申されましたように、営利企業等の従事制限というこ

とで、地方公務員法第38条の規定によりまして、職務専念、秘密保持、信用確保という観点から、

営利を目的とする企業で働くことや、みずから会社を経営すること、また報酬を得て事業や事務に

従事することを制限するものでございますが、あらかじめ許可を受けたものであれば従事できると

されております。 

 議員御質問の本市職員で許可をとって副業をしている実態ということにつきましては、これまで

に統計調査における調査員や指導員、また自治会長などの地域役員、また小・中学校での部活動な

どの技術指導員等につきまして、許可を受け従事している実態がございます。以上でございます。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 今、小・中学校で部活動等について許可をとって働いてみえるという人がいるというような答弁

でしたけど、今まで、特に中学校の先生は、部活の指導もしなきゃならんということで大変仕事し

過ぎというか、オーバーワークということで大変だなあということで、そんな話をずうっとしてお

りましたけど、実際にこんなように有料というか、副業というような形でやってみえた、さっき言

われたような気がしたけど、実態は、これは教育委員会の話になってしまうのかどうかちょっとわ

かりませんけど、そんなふうに実際にはなっておるのかな。これは残業でやっておるのか、それと

も自分の気持ちでボランティア的にやっておる、ずうっと思っておりましたけど、聞いているもの

がちょっと違うのかもわかりませんけど、もう一回ちょっと教えてください。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 

 現在、小・中学校、特に中学校でございますと部活動ということで、当然、学校の先生が指導さ

れる中で、例えば時間外、夜間であるとか、土曜日、日曜日等については、社会人コーチという形

で、市の職員でそういったスポーツにたけた職員等については、こういった許可をもとに指導して

いるという実態がございます。 

 また、それ以外でも、スポーツ少年団等で指導しているという実態もございますけれども、そこ

には報酬とか絡む場合に許可が要するというようなこともございますので、そこら辺はいろいろケ

ースがございますけれども、そういった形で小学校、中学校の部活動等について指導に当たってい

るという実態はございます。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 
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 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 わかりました。ありがとうございました。 

 次、また２番目に行きますけど、もっと元気で明るく住みやすいまちにするために、市民協働を

企画するだけでなく、職員みずからもっと地域に貢献し、地域行事に参加し、地域の活気が出るよ

う、地域の連帯意識の醸成につながるよう、副業を解禁できる体制づくり、意識づくり、起爆剤と

なるための副業に従事できる条例の制定はということで、条例の制定をしてはどうかという質問を

まずさせていただきます。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を大野企画部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 

 それではお答えをいたします。 

 営利企業等に従事できる許可基準といたしましては、職員が市民全体の奉仕者であるという公務

員の基本的性格に反するものではないこと、また企業等との間に利害関係が生じ、職務の公正な運

営が阻害されるなど、本来の職務に与える影響がないこと、また勤務時間外であることなどを総合

的に判断し許可するものでございます。 

 公務員の副業につきましては、いわゆる世間一般の副業とは趣旨が異なり、主として営利を目的

とするものは許可できないものでございます。 

 一方、議員が申されました地域に貢献できる、あるいは地域を活性化できるような業務等への従

事につきましては、常識的な範囲内で報酬を得るものであれば許可できるものでございまして、現

行の制度におきましても一律に禁止しているものではございません。 

 議員が申されましたような、副業がしやすい、また環境づくりにこういった取り組む自治体が、

先ほど御紹介もございましたようにございまして、職員が仕事としてではなく、私生活の中で地域

に貢献することや地域を活性化するための活動は非常に大事なことではございますが、こうした活

動につきましては、現行の制度の中で対応ができるものであるというふうに考えております。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 今の現行の制度というか、それで十分できるということで、条例までつくってそんなことまでや

らなくてもいいということかと思いました。 

 朝、部長にちょっと新聞の記事をお渡ししました。たまたまちょうど20日の日、提出した日です

けど、中日新聞に出ておりまして、地域活動参加の公務員支援、首長連合が飛騨でサミットという、

そういう記事が出ておりまして、これ、うちの藤原市長が入ってみえるかどうかちょっとわかりま
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せんけど、公務員以外で地域活動に積極参加する地方公務員を支える「第８回地域に飛び出す公務

員を応援する首長連合サミットｉｎ岐阜」という、そういう会があったということで、鳥取県知事、

岐阜市長、関市長、飛騨市長、10人が集まられて、公務員の外へ出て、もっと地域に貢献できるよ

うな、そういうふうなサミットが開かれたということであります。 

 そんなことから、結構今、職員の皆さんもそれぞれ頑張ってみえる人は見えるんでしょうけど、

そうでもなく、全然ずうっと仕事が終わったら地域には余り参加しないという、そういう職員もお

ったりいろいろでしょうけど、そんなことで頑張っておる職員に対して、そうやってサミットを開

いてまでもそういう会議をやるということが記事にありましたけど、そんなことで、このことにつ

いて市長が参加してみえるかどうかちょっとわかりませんので、それもお聞きしながら、このこと

について市長はどのような考えか、ちょっとお聞きをいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を藤原市長に求めます。 

 藤原市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 今、地域に飛び出す公務員というお話がございました。言うまでもなく、先ほど来、部長がお答

え申し上げておりますように、こういった公務外、いわゆる公務に支障がない範囲でいろんなこと

に活動するということについては、今、現行法で十分できるというふうに思っていますし、今、地

域貢献というお話も出ていましたけれども、既にお答え申し上げていますように、市内では既に職

員が自治会長等なって地域活動にずうっと従事している、そこには自治会長の報酬もいただきなが

ら許可を出してやらせていただいていますし、それからまたＮＰＯ法人等の役員等にもなっている

者についても許可を出しております。ＮＰＯというのは、まさしくお金もうけ云々じゃありません。

一定の実費というようなことはいただきますけれども、そういったものにも従事できるというよう

なことで、既に自治会、それからＮＰＯ法人等の役員等々においても許可をしておりますので、現

行法でも十分対応はできるというふうに思っていますし、我々はいろんなお声を聞いていると、公

務員がなかなかかみしもを着てなかなか地域の中で活動に出てこないというお話もよくお聞きしま

す。地域の自治会活動、地域の中のいろんな取り組みに公務員がなかなか参加していただけないと

いうお話も聞いておりますので、それは常日ごろから、できるだけそういうことのないように地域

にあって初めて公務員が成り立つ、そしてまた、いずれは皆さん方は市町村をやめた後は、間違い

なくまた地域のお世話になるということから、そういう若いときからやっぱり地域にしっかりと貢

献するようにということを常日ごろから申し上げております。 

 私も自治会の役員をやったこともありますし、それから小学校、中学校のＰＴＡの会長をやった

り役員をやったりしたこともございます。やはり求められれば、そしてぜひということを言われれ

ば、ぜひ積極的にそういった地域貢献できる活動に職員がどんどんと取り組んでいただきたいとい

う気持ちを持っておりまして、これからもいろんな形で地域に役に立つ、地域、市民のためになる

という活動には、これからも積極的に職員が参加できるように、そんな支援をしていきたいという
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ふうに思っております。 

〔16番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 大西議員。 

○１６番（大西德三郎君） 

 市長、また企画部長から明快な答弁をいただきました。 

 最初に言いましたように、私もこのことについては非常に勉強しながら質問したというようなこ

とでありまして、明快な答えをいただいたということで、私自身も勉強になりまして大変ありがと

うございましたということであります。 

 それではこれで終わります。ありがとうございました。 

○議長（鍔本規之君） 

 暫時休憩といたします。15分休憩で、10時45分から再開をいたしますので、よろしくお願いをい

たします。 

午前10時30分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前10時46分 再開  

○議長（鍔本規之君） 

 再開をいたします。 

 休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

 １番 髙橋勇樹君の発言を許します。 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 通告に従い３項目の質問をいたします。 

 本日で11月も終わり、あすから師走に入ります。気候も秋から冬へ変わりまして、朝・晩、寒さ

も厳しくなり、さっきまで僕はマスクをしていましたが、私が言うことでもありませんが、体調を

崩される方も多くいらっしゃる、そんな時期でございます。皆さんも体には十分御自愛いただきな

がら、日々のお仕事をしていただければと思います。 

 また、体調だけではなく、気候としては空気が乾燥する時期でありまして、火元には十分注意が

必要でございます。先日も、本巣市内で建物火災が発生しました。大切な個人の財産が失われまし

た。そこでは、やはり消防職員、消防団、地域の方々の力で火はおさまりました。私も消火活動に

参加させていただいておりまして、毎回、火災現場に行くと、消防職員の方々だけではなくて、地

域の方々の力がとても必要だと、すばらしいなということから、本巣市は消防力が非常に高いんだ

なと感じました。今後は、消防力だけでなくて、地域防災力の向上にも力を入れていきたいなと思

っております。 

 さて、話は変わりますが、昨日の一般質問でも話がありましたように、船来山古墳群の一部が国
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史跡の認定となりまして、市長を初め、これまで船来山古墳群の国史跡への認定に向け汗をかいて

きた職員の方々、地域のボランティアの方々、それにかかわった県内外の皆さん、本当にお疲れさ

までした。船来山の麓の住民としても非常に私はうれしいことでありまして、新聞やテレビにも取

り上げられ、その結果もあって、先日の11月23、24、25日の３連休の古墳の館特別開館には、県内

外から500名を超す方が来館され、過去最多の来場者数を記録したと聞いております。テレビ等の

情報発信は、やはり効果が大きいものだと私も感じました。今回の認定を受けた111基のほかに、

現在見つかっている古墳の数は約180基と、合計290基ほど存在しております。ただ、まだ全域の発

掘が完了したわけではなくて、全て発掘ですとか調査をしていきますと1,000基を超えると言われ

ています。そんな船来山古墳群ですが、今後の船来山古墳群の情報発信と市の計画については非常

に期待したいと思っています。 

 非常に前説が長くなりました。今回は、前説で話しました地域防災力と情報発信力について質問

したいと思います。 

 また、昨日は、執行部の方からも質問せんでもいいような質問だということを僕は言われまして、

非常に悲しい思いをしましたけれども、ただ、私は地域の方々からの声を市政に届けるというのが

市議会議員としての職務でもあると思っております。ただ、その市民の方々の声を私がうまく執行

部の方々への質問に変えられていないのかなということも反省しつつ、これからも議員として学ん

でいかなくてはいけないと、そう感じながら質問に入らせていただきたいと思います。ですので、

御容赦の上、温かい目で答弁をいただきたいなと思います。 

 それでは、質問項目１．地域防災力向上についてです。 

 先日、私は岐阜県の消防学校にて消防団員として講義を２日間受けてきました。そこでは、地域

防災力について多くのことを学びました。 

 平成25年12月13日に公布・施行された消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律と

いうものがありまして、定義として、第２条に地域防災力とは地域における総合的な防災体制及び

その能力をいうとあり、防災体制の中心となるものは、やはり消防団だったり水防団、また地域公

共団体であります。 

 今から23年前に起きました阪神・淡路大震災では、6,402名の命が奪われました。死者の数ばか

り報道されていましたが、救助者数を知る方は少ないんではないでしょうか。救助者数を知る方は

少ないんですけれども、救助が必要だった方の数は約３万5,000人と。うち、消防、警察、自衛隊

から救助された数は8,000人であり、全体の23％。あとの77％は、近隣の住民の方々だったり、ま

たは消防団、そういう住民の方々が救助されたと。あとの２万7,000人もですね、77％と聞きます

と。２万7,000人の救助は近隣の方々がされたというお話でございました。 

 このデータからもわかるように、地域の方々の力と数は大きく、今後起きる可能性の高い南海ト

ラフ地震の災害時にも、地域の防災力の強化は必要なものであります。その中核を担う消防団・水

防団も、人口減少が進むこのまちで担い手不足となる危険性もありますし、一部地域では既に困っ

ているという声も私の耳には聞こえてきます。 
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 そこで(1)の質問で、今後の消防団員確保に向けた本市での周知活動はどのようにされていくか、

お尋ねしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 それでは、消防団員の確保という御質問でございますが、議員が今申されたとおりでございまし

て、現在、本巣市の消防団につきましては、定員が275名ということにしておりますが、北部地域

の分団におきましては、なかなかこの定員を確保することができずに定員割れしているというのが

現状でございます。 

 こうしたことから、消防団員の確保対策といたしましては、岐阜県で実施しております「ありが

とね！消防団水防団応援事業所制度」、消防団協力事業所支援減税制度等がございますが、こうし

た各種制度のほかに、本市といたしましては、本巣市消防団協力事業所表示制度につきまして、現

在、ホームページで紹介させていただいているところでございます。 

 なお、本市で実施しております本巣市消防団協力事業所につきましては、要件がございまして、

１つ目といたしまして、消防団員を２名以上雇用すること、２つ目といたしまして、従業員の消防

団について積極的に配慮していること、３つ目といたしまして、災害時等に事業所の資機材を消防

団に提供することができるなどの要件を満たしている事業所でございまして、現在、市内では10事

業所が登録されております。 

 こうした県及び市の制度につきましては、消防団員の確保に資する制度でございますので、広く

周知すべきものであるというふうに考えておりますので、こうした制度につきましては、ホームペ

ージやＳＮＳを含めまして周知を図りながら、今後、消防団員の確保の一助となるように努めてい

きたいというふうに考えております。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 本当に非常に周知されていくことを私も願いながら、次の質問に入らせていただきたいと思いま

す。 

 若干ニュアンスは違いますが、消防団は有償ボランティアに近いものでございます。そういった

こともなかなか周知されていない現状もあるかと思います。ただ、火事場への出動や訓練、その他

イベントにかかった交通費の費用を弁償する制度がありまして、本市ではお金のためにやっている

という方はいらっしゃらないと私は信じておりますが、本巣市では一律2,000円の費用弁償を各団

員へ直接支払われています。この費用弁償は各市町や消防事務組合により異なりまして、本巣市は
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ほかの市町村と比べると費用弁償が高いと言われています。 

 そんな費用弁償があるということも、新規で入団を考えていらっしゃる方の一つのきっかけにも

なるかなと思います。そういったこともしっかり周知していただきながら、ＳＮＳの活用だったり

とか広報の活用だったりということで新規入団員を、また事業所からも入団員を募集していただき

たいなと思っております。 

 しかし、市民からの声は、ことし４月に本巣消防事務組合は岐阜市の消防と合併しました。この

ことによってですけれども、今後、費用弁償がなくなるのではないかと。岐阜市と本巣市と瑞穂市

と合併した消防組織は、岐阜市に倣って費用弁償が非常に低くなるんじゃないかとか、そういった

懸念をされる声もあります。また、他の市町村の例でいいますと、火事場への出動の費用弁償は高

く、訓練のときは低いという形で市町の負担を軽減しているところもあります。 

 そのような実例も含めて、今後の消防団・水防団への費用弁償の見直しはあるのか、お尋ねした

いと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 消防団員の費用弁償の見直しということでございますが、こうした質問につきましては、過去に

も議員の皆様からお聞きをしておるところでございまして、市のほうとしましても検討してきてお

るところでございます。 

 また、ことしにおきましては、非常に７月豪雨を初めといたしまして、大変、消防団の方に御協

力をいただいたということで、大変感謝を申し上げておるところでございます。 

 市の消防団の費用弁償につきましては、条例の中で、先ほど議員が申されましたとおり、出動１

回につき2,000円を支給しておるところでございますが、これに加えまして、年額報酬もお支払い

をさせていただいておるところでございます。 

 報酬につきましては、平成28年度から、交付税の算定基礎額を鑑みまして、年の報酬額を交付税

算定基礎額と同額に増額したところでございます。 

 費用弁償につきましては、交付税算定基礎額は、人口10万人規模の市で消防団員583人を標準的

といたしまして、１回当たりの出動経費を7,000円として2,383万円で積算されております。１人当

たりの年間費用弁償としては４万1,000円ほどになります。本市の年間の費用弁償につきましては、

消防団員は今、先ほど申しましたが、275名でございまして、今年度は2,221万円を予算計上してお

りまして、団員１人の費用弁償としましては８万円程度となり、交付税の積算以上に支給がされて

いるという実態でございますが、しかしながら、出動回数等々もございますので、一概に本当に高

いかということは言いかねるところもございます。 

 また、県内の１回当たりの費用弁償を見ますと、平均1,800円前後でございますが、近隣市町で

あります岐阜市や山県市におきましては、岐阜市につきましては、出動につきましては2,500円、
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山県市につきましては2,000円、訓練につきましては、岐阜市が1,800円、山県市が1,000円と、こ

ういう訓練とか、出動と別の費用弁償額を設定しておるところもございますし、瑞穂市や北方町に

おきましては１回当たり2,500円の費用弁償をしております。 

 参考でございますが、県内の最高の出動に関する手当につきましては、加茂郡坂祝町ですが、こ

こは4,000円を支給しております。また、費用弁償につきましては、輪之内町が3,400円という支給

をしておるところでございます。 

 こうした状況から、本巣市の費用弁償額というのは決して少ないとは言えませんが、今後につき

ましては、消防広域化の構成市町、あるいは県内他市町の状況も参考にしながら、消防団員の処遇

に取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 なお、この費用弁償につきましては、現在、消防団のほうと一昨年から、この費用弁償について

協議をさせていただいておるところでございまして、いろいろな御意見がございますので、こうし

た現団員の意見も踏まえながら検討してまいりたいというふうに考えております。以上でございま

す。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 現消防団員である僕が何かこんなことを言うと非常に嫌らしい、上げろと言っているような質問

に聞こえてしようがないんですけど、そういうわけではなくて、僕、今、先ほど部長からもお話が

ありましたけど、本巣市は高いと思っていたら、そんなに高くないなとちょっと勉強になりました。

たまたま僕が聞いていたところはもっともっと低いところが多かったもんですから、本巣市って高

くて、市がすごく力を入れてくれているんだなと思っていました。 

 ただ、お金でやっているわけではなくて、やっぱりこの本巣市を守るとか、やっぱりそういう気

持ちで皆さんやっていると思います。今後、また消防団との話し合いの中で決定していっていただ

ければと思います。 

 ただ、ちょっと再質問になるんですけれども、消防事務組合が合併しまして、近隣市町と全く一

緒になるというのは特にないですよね。市独自の費用弁償の体制をとっていかれると思うんですが、

そこのところはちょっと僕もわからないんですが、合併したからといって一律どこの地域も一緒と

いうことにはならないのでしょうか、お尋ねします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問について担当部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 決して、常備消防が広域化になったということで、常備消防管内が消防団員に対しての費用弁償
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が一律になるということはないというふうに考えております。現在でも、既に事務委託をしており

ました瑞穂市につきましては、先ほど申しましたように2,500円ということでございまして、岐阜

市は出動は2,500円で訓練等は1,800円ということでございますので、常備消防が広域化になったか

ら一律ということはないというふうに考えております。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございます。 

 それでは、３点目の質問に入らせていただきたいと思います。 

 今後の消防団員入団年齢の引き下げについての質問でございます。 

 各市町の条例ですとかそういったもので違いはありますが、法律上、消防団への入団は20歳以上

ではなく18歳以上となりました。地域の大学生や専門学生も消防団に入れる環境が今全国で広がっ

ており、岐阜県でも各務原市が既に取り組んでいます。若いうちに防災知識を取得することができ、

将来に役立てることもできます。震災時には、より動ける世代の入団は、地域にとっても必要なこ

とだと感じております。そして、若いうちから地域活動に参加することにより、地域愛や地域の方

とのコミュニティーも形成されることと思います。今後必要ではないかなと思いますが、市の見解

をお尋ねいたします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 消防団の年齢の引き下げということでございますが、本市の消防団への加入の年齢につきまして

は、本市の消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第３条第２項におきまして、年齢は

18歳以上の者と現在なっております。しかしながら、団員の選出につきましては、それぞれ自治会

のほうに選出依頼をしておりますことから、選出に際しましては、地域の実情に合わせまして、年

齢は25歳以上であるとか、20歳以上であるとか、それぞれの自治会の実情がございますので、そう

した選出をしていただいておるところもございますが、市といたしましては、基本的に18歳以上と

現行なっているところでございます。こうしたことから、その地域によってまちまちという現状で

はございますけれども、自治会に依頼しておる以上、市としてそれをどうのこうのとなかなか言え

ないところもございますので、その辺は御理解をいただきたいと思っております。 

 なお、少子化や人口減少が見込まれる中、選出対象年齢人口が減少するようなことになろうかと

思いますので、そうしたときには、現在、25歳以上とか云々というところで選出いただいているも

のにつきましては、自治会長等々と調整を図りながら、年齢を引き下げていただくようにお願いを

しながら、消防団員の確保に努めてまいりたいというふうに考えております。 
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〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございます。 

 私の勉強不足で、市の現行としては18歳以上と設定されておりました。市から自治会へどんどん

声を上げていただきながら、私たち、今現在の消防団員も、一つでも若い方々の入団をお待ちして

いますと言うと何か勧誘みたいなふうになりますけど、やっぱり必要としています。そういったこ

とも含め、市の方々の協力を得ながら、これからも地域防災力向上のために努めていただきたいな

と思います。 

 それでは、２項目めの質問に入らせていただきたいと思います。 

 本巣市の情報発信について、３点質問いたします。 

 情報発信の手段として、紙媒体の広報やホームページではなく、ＳＮＳの活用こそが、教育、防

災、福祉、観光など幅広い分野での情報発信として必要なものになってきています。 

 現在のスマートフォン所有率は、８年前の9.8％、約１割だったのが、今では79.4％と約８割の

方が所有している事態となりました。普及とともに急速に広まったのが、ソーシャル・ネットワー

キング・サービス、ＳＮＳです。小学生から高齢の方まで幅広い世代が活用されており、私の知人

の中でも最高齢が、86歳の方が日々フェイスブックのアップだったりとか、ツイッターのアップを

しているという事例もございまして、多くの情報をＳＮＳから得ていると。紙媒体ではなく、スマ

ートフォン等で情報を取得される方が今後よりふえる時代となってきております。 

 ３大ＳＮＳと言われているフェイスブック、ツイッター、インスタグラムの中で、本市ではイン

スタグラムだけ活用がございませんでした。インスタグラムは、フェイスブックやツイッターと連

動でき、便利なものですし、全国、世界への発信力にもたけています。今後のインスタグラムの活

用の見解をお尋ねしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を大野企画部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 

 それではお答えさせていただきます。 

 現在、本市におきましてはインスタグラムを活用した情報の発信は行っておりませんが、既に多

くの自治体では活用されている状況でございます。また、インスタグラムなどＳＮＳによるプロモ

ーション効果は非常に大きく、こうしたことから、地域住民に対する身近な情報発信ツールとして

の役割も増しているものと承知をいたしております。 

 今後、既に利用を開始しておりますフェイスブック、ツイッター、またユーチューブなどに加え

ましてインスタグラムも活用できるよう、他の自治体の先進事例を参考に運用方法を検討してまい
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りたいと考えております。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございます。 

 ぜひ、いち早い活用というか設定をお願いしたいと思います。 

 続いて、そのＳＮＳの周知についてでございます。 

 現在、広報「もとす」は全軒配付されておりまして、１軒当たり１冊となり、各個人が身近と考

える情報手段として、本来であれば携帯やスマートフォンであることから、ＳＮＳの活用は必須で

あるということが言えます。このＳＮＳをまずは住民の方々に知ってもらう手段としては、口コミ

だけでなくて、広報「もとす」やホームページからの周知も必要かと思います。 

 広報「もとす」を読んでいましても、ホームページへのアクセスＱＲコードは載っていますが、

ＳＮＳはございません。今までに掲載された中であったかもしれませんけれども、掲載を継続し、

続けていかなくてはいけない。ずうっと周知するためには、継続が力となります。 

 広報「もとす」に限らず、今後のＳＮＳの周知の方法の考えについてお尋ねしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を大野企画部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 

 それではお答えをいたします。 

 議員が申されましたように、各個人の身近な情報を取得する手段といたしましては、携帯電話や

スマートフォンによるところが大きく、市の情報発信という観点ではＳＮＳの活用は非常に重要な

ことであるというふうに考えております。 

 現在、広報紙でございます広報「もとす」では、市のホームページのアドレスのみを掲載してお

りましたが、最新号であります12月号、実はこれはあすの12月１日号の広報でございます。あす発

行の広報紙でございますが、これの裏表紙に、今回、議員が申されましたようなフェイスブック、

ツイッター、ユーチューブの市の公式アカウントと行政情報アプリ「マチイロ」を紹介し、あわせ

てＱＲコードも掲載をしたところでございます。 

 今後は、ＳＮＳにつきまして、定期的にこのＱＲコードを掲載するなどして周知をしてまいりま

すとともに、その内容をより充実させていきたいというふうに考えております。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 
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 タイミングがよかったのか、悪かったのか、あしたから発行されるものにしっかりとＳＮＳのＱ

Ｒコードが張りつけられていると。先ほど見たところ、非常に大きく掲載されるということで、非

常に安心しております。ただ、毎月号、あんなに大きくなくてもいいんですが、非常に小さくても

結構ですし、毎月掲載されることが周知につながっていくと思いますので、そこのところもぜひよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 続きまして、先ほどちょっとお話もありましたけれども、自治体アプリ「マチイロ」の現在の利

用状況について質問したいと思います。 

 お恥ずかしながら、実はマチイロは、前回の第３回定例会の髙田議員の一般質問で、企画部長が

同じくＳＮＳの関係の答弁をされた中で初めて知りました。また、早速私もダウンロードしまして、

まだ使って間もないのですが、本巣市に限らず近隣市町のお役立ち情報も取得でき、ありがたいア

プリだなと感じております。もちろん広報「もとす」もその中に載っておりまして、紙面より私は

見やすく感じました。 

 そのマチイロを今現在活用されておりますが、今、市民の利用状況はどうでしょうか、お尋ねい

たします。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を大野企画部長に求めます。 

 大野企画部長。 

○企画部長（大野一彦君） 

 行政情報アプリ「マチイロ」における広報「もとす」の配信登録者数でございますけれども、11

月27日現在の数字で申しわけございませんが、27日現在、545人の登録がございます。そのうち、

本巣市民は404人の方が登録されているという状況でございます。残りの141名の方につきましては、

県内の他の市町村にお住まいの方が78名、県外にお住まいの方が63名という状況でございます。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 私の想像以上に利用されている方が多いんだなと感じました。本当に本巣市の中でも404名の方

が活用されているということで、これからどんどん広がっていくと思いますので、その中身につい

てもこれから充実したものにしていけるように御尽力していただきたいなと思います。 

 ただ、また今回、この２項目めの質問をさせていただいたのは、本当に情報発信力とかＳＮＳ活

用の、常時活用している市町はこれからの防災力にもつながるということが言われておりまして、

市ではＳＮＳをよりいち早くもっと使いこなしていただきながら、皆さんへの情報発信をしていた

だきたいと思います。 

 また、平成29年３月に内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室というもので災害対応における
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ＳＮＳ活用のガイドブックを起こされております。これを見ていきますと、やはり今後は防災には

ＳＮＳが必須であるということから、常時この本巣市でもＳＮＳを活用していかなくちゃいけない

ということから、今回、質問をさせていただきました。 

 また、この活用におきましては、やはり片手間でやるというよりかは、専門職員ですとかそうい

ったものの配置が必要になっていくと私は感じます。そういったところも踏まえて、これからの市

政運営に役立てていただきたいなと思います。 

 それでは、最後の質問に移ります。 

 公共施設であります体育館への空調設備の設置について、２点質問いたします。 

 ことしの記録的猛暑は、流行語大賞にもノミネートされましたが、災害級の暑さでございました。

小学校の全校集会は、運動場でもなく、体育館でもなく、各教室で行われたとも聞いております。

また、体育館での活動も難しく、とある小学校の体育館では、夕方にもかかわらず、室温は30度を

超えるという状況だったことを覚えています。子育て中の親さんからは、子どもの熱中症対策とし

ても体育館への空調設置への願いが高まっています。 

 また、体育館は、災害時にも市の指定避難所としての役割もあります。避難した先の環境のせい

で死者が出てしまっては意味がありません。 

 また、私のインスタグラムの中のストーリーという機能がありまして、そこで簡単なアンケート

をとってみました。そのアンケートは、避難所ともなる体育館に空調設備は必要か不必要かという

２択のアンケートでございます。参加者は、そのアンケートに関しては100人程度でございました。

その中で、97％が必要であると、３％が不必要という結果が出ました。これは市内外問わず行った

アンケートでございますので、市民の方が97％というわけではございませんが、そういう結果でご

ざいます。この中には、お金のことは全く考えていなくて、設置したほうがいいという考えの方も

ありますけれども、設置には非常に費用もかかることでございます。そういったことを含めて、ご

く一部ではございますが、必要としている声はございます。 

 また、国もことしの猛暑を受け、指定避難所への空調設備の設置については政策も出しておりま

す。 

 今後いつ起こるかわからない災害にしっかりと対応できるように、まず災害時の避難所にもなる

体育館への空調設備設置の見解をお尋ねしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を畑中総務部長に求めます。 

 畑中総務部長。 

○総務部長（畑中和德君） 

 それでは、避難所になります体育館への空調設備の設置の見解でございますが、現在、本巣市内

の指定避難所は市内の公共施設46施設のうち43施設を指定しておりまして、このうち31施設につい

て空調が完備されております。空調が整備されていない施設につきましては、小・中学校の体育館

12施設でございますが、この小・中学校につきましては、避難所としての指定が体育館だけでござ
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いません。既に空調設備を整備しております校舎も指定しておりますことから、空調が必要な場合

は、教室等の空調設備が整った部屋を避難所として利用することも可能でございます。 

 また、避難所につきましては、常時的に他の行政目的で利用されている公共施設のうち、災害時

の避難所としても活用が可能な施設を指定していることに加えまして、議員も先ほど来申されまし

たが、当然整備費用がかかるということでございまして、この整備につきましては、概算ではござ

いますが、約１施設１億円程度という整備費が必要になってくるというふうに考えております。こ

うしたことから、財源についても検討する必要がございますことから、避難所に特化したこうした

空調設備につきましては、現在のところ考えておりませんので御理解をいただきたいというふうに

思っております。以上でございます。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 わかりました、ありがとうございました。 

 非常にお金もかかることでございまして、非常に判断しにくいところでございますが、実は今月、

11月のちょうど初めぐらいにインテックス大阪で開催されました教育ＩＴソリューションＥＸＰＯ

というものに私参加させていただきまして、そこの隣でたまたま防災何ちゃらフェア、ごめんなさ

い、名前まではあれですけど、防災何ちゃらフェアで、教育と防災という何か少し変わったブース

がありまして、その中にも、当たり前のようにやっぱり、先ほど畑中部長も言われましたけれども、

１億円ぐらいかかるというのが非常に今、どこの地域も取り入れにくいということで、非常に安価

で効率のいいものというものも、続々新しいものが出てきています。私もそういったところも研究

しながら、また市への提案も含めてしていきたいなと思っておりますので、ぜひちょっと声も聞い

ていただけるとうれしく思います。 

 さて、２点目の質問でございますが、先ほどは防災として必要であるかないかというような見解

でございました。続きましては、教育面でこの体育館への空調設備の必要・不必要というよりかは

見解をお尋ねしたいと思います。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を溝口教育委員会事務局長に求めます。 

 溝口教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（溝口信司君） 

 それでは、体育館を学校で使用する際の空調設置についてお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 小・中学校では、体育館を使用して行う授業といたしまして体育ということになりますが、その

体育の授業で学習する運動はさまざまでして、使われる施設は体育館のみならず、運動場、プール、

柔剣道場などがございます。学習指導要領に示されております標準授業時数も、小学校１年生から
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中学校３年生までで、多い学年でも週３時間となっております。また、どの学校も６月の上旬にプ

ール開きを行いまして、夏の暑い時期にはプールで水泳の授業を行うなど、年間の指導計画におい

て季節に応じて学習する運動の配置を工夫しております。そのため、体育館は教育活動にとっては

大変必要な施設でございますが、常に利用されている施設ではございません。 

 したがって、小学校では普通教室の約12倍、それから中学校では約17倍の床面積と大変大きな空

間を持つ体育館に空調を設置することにつきましては、その設置費用及び実用性、維持管理費用な

どを考えたとき、投資した費用に対する効果は余り期待できないと言えるところでございます。 

 このようなことから、現在のところ、小・中学校の体育館の空調設置については考えておりませ

んのでよろしくお願いします。 

〔１番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 髙橋議員。 

○１番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 教育の面で見ると、費用対効果は非常に薄いように感じました。ただ、今、猛暑の話をずうっと

続けてきて、暑いときのことをお話ししてきましたけれども、冬場ですかね、体を動かしていれば

暖かくなるだろうということもありますが、皆さんも経験があると思いますが、卒業式ですとかそ

ういったときは非常に寒い。また、先日の、私、糸貫中学校の合唱祭にも参加させていただきまし

た。そのときは、昼間なんですけど、本当に足元が非常に寒くて、親さんたちも非常に昼間にもか

かわらず厚着をして来ていらっしゃったということもあります。そういったことも含めて、空調と

いうのは場によって必要かもしれません。ただ、費用対効果のことを考えると不必要ということが

私なりにもわかりましたので、今回のこの空調設備に関しましては、防災に向けて進めていただけ

ると非常にうれしいなという要望でございます。 

 そういったことで、今回は３項目質問させていただきました。長々とお話をしましたけれども、

またちょっと私としても、次回、研究してきたことをまた質問させていただきたいなと思います。

ありがとうございました。 

○議長（鍔本規之君） 

 暫時休憩といたします。 

午前11時32分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前11時32分 再開  

○議長（鍔本規之君） 

 それでは、再開をいたします。 

 続きまして、２番 今枝和子君の発言を許します。 

○２番（今枝和子君） 
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 通告に従いまして、大きく２点質問をさせていただきます。 

 まず初めに、子育てに優しいまちづくりについてお尋ねをいたします。 

 この夏から秋にかけまして、市内におきましては、例年同様、さまざま楽しい催しが盛大に開催

をされました。これら地元でのイベントには、ふだんなかなかお顔を見ることができない方々とも

家族ぐるみで楽しく会話が弾んだりと、地域友好にとてもよい機会になっていると感じております。

幅広い世代でより多くの市民の皆様の参加を願うものです。 

 地元住民の方々の友好関係、地域の連帯感は、子どもの見守りや防犯につながるなど、たくさん

のメリットがあります。災害時の避難所運営でも、その連帯感の厚薄によって運営状況は大きく異

なってくるといいます。ことし、全国各地で相次いだ災害によりやむなく開設された数多くの避難

所の中で、トラブルも少なくスムーズに運営ができていたのは、やはりふだんからつながりのある

方たちの避難所であったとのことです。 

 話がそれてしまいましたが、先日、乳幼児をお持ちの方からこんな御要望をいただきました。ふ

れあいサマーフェスタやもとす織部祭りなど、市内で開催されるさまざまなイベント時に、その近

隣施設に授乳室があると安心してもっと積極的に参加ができるんだけどなあというものでした。確

かに赤ちゃんとお出かけする際、私もかなり前に経験があるのですが、気がかりなのは授乳とおむ

つ交換でした。急に泣き出す赤ちゃんに必要な授乳室やおむつ交換台が近くにあれば、こんなうれ

しいことはありません。安心してお出かけができます。 

 また、障がいのあるお子さんをお持ちのお母さんたちからは、市内施設には多機能トイレもあっ

てありがたいのだけれど、チェンジングボードも備えていただけるととても助かるとの御要望もい

ただきました。 

 チェンジングボードとは、子どもから大人まで幅広く使える着がえ台のことです。添付した資料、

ちょっと画像がよくわかりにくいかと思うんですけれども、ふだんは壁面にくっついているんです

が、使うときにぱたんと倒していただくというものなんです。 

 おむつ交換台は、おむつ交換をする台なので、上のほうに設置をされてありますので、それを倒

して、そこに乗せると、体重が重たい子だと崩れてしまうんですけれども、チェンジングボードは、

ほぼ床面にくっつく形で倒れますので、そこに立たせるというようなものであるんですけれども、

お子さんがトイレに失敗したときに着がえをするのに立たせておくところがなくて困るという声を

たくさん伺いました。 

 先ほど申しましたように、おむつ交換台では体重制限があり、とても乗せられない。乗せられた

瞬間に、それが折れてしまうと。子どもの着がえだけではなくて、これは大人でも、ストッキング

のはきかえとかオストメイト御利用の方など、衣服の着がえにも使えるものです。 

 そこでお尋ねをいたします。 

 真正文化ホールやほんの森、またぬくもりの里など、市内全般の施設の授乳室やチェンジングボ

ードも含めた多機能トイレの設置状況はどのようになっていますでしょうか。 

○議長（鍔本規之君） 
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 ただいまの質問についての答弁を早川副市長に求めます。 

 早川副市長。 

○副市長（早川 謙君） 

 市内施設の授乳室及び多機能トイレの設置状況についてお答えいたします。 

 市が管理する庁舎、幼児園、保健センター、糸貫ぬくもりの里、本巣市民スポーツプラザ、真正

スポーツセンター、本巣市民文化ホール、しんせいほんの森、公民館等、お子様連れの市民の方が

利用すると想定される27施設について確認しましたところ、授乳室につきましては、本巣市民文化

ホールのみの設置でございました。また、トイレにつきましては、おむつ交換台が備えつけてある

トイレは15施設で、乳児よりも大きなお子さんや障がいを持つお子さんの着がえをサポートするチ

ェンジングボードを設置しているトイレはございませんでした。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 先ほど申し上げましたように、イベント参加は地域友好のよい機会であることを思うと、子育て

世代の方々が安心して足を運んでもらえるような環境づくりも求められるのではないでしょうか。

今後、市内施設への常設の授乳室やチェンジングボードの設置の方向性をお聞かせください。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を早川副市長に求めます。 

 早川副市長。 

○副市長（早川 謙君） 

 今後の市内施設への設置の方向性についてお答えします。 

 授乳室につきましては、公共施設の広さや用途から考えますと、施設を改修して常設とすること

は非常に難しいと考えております。現在、例えば乳幼児健診など、授乳室が必要となる事業を実施

する場合には、保健センターの会議室や空き部屋などに仮設の授乳室を設置して対応しているとこ

ろです。授乳室は、健診や行事など比較的長時間にわたり施設に滞在する場合に必要となると考え

られますので、都度、施設の空室を利用することで対応可能ではないかと考えております。 

 また、施設のトイレ全てにチェンジングボードを設置することにつきましても、設置スペースが

不足していることや取りつけ工事費など多額の費用を要することから、あえてトイレに設置するの

ではなく、先ほど述べました仮設の授乳室を活用していただくほうが、おむつの交換も含め望まし

いのではないかと考えております。 

 なお、授乳室と多機能トイレの設置につきましては、今後、公共施設の建設等のタイミングに合

わせて検討し、公共施設のユニバーサルデザイン化の推進に努めてまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 
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○議長（鍔本規之君） 

 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 ちょっと再質問をお願いいたします。 

 岐阜県では赤ちゃんステーションの普及を呼びかけております。赤ちゃんステーションとは、小

さなお子さんを連れた方々が外出しやすい環境づくりの一環として、授乳の場、おむつがえの場、

ミルクのお湯を提供する民間公共施設を道の駅ならぬ赤ちゃんステーションとして岐阜県に登録を

しています。そして、利用者の方が一目でわかるように県内統一の名称及びシンボルマーク入りの

ステッカーをその施設に掲示することにより、利用者の利便性の向上と社会全体で子育て家庭を応

援するというものです。 

 今、社会の流れは、催し物があるときに限らず、道の駅のように不特定多数の方が気軽に立ち寄

れるサービスの提供へと変わりつつあります。 

 調べてみましたら、本巣市においても、本庁舎と糸貫、真正の分庁舎、そして本巣公民館の４カ

所が登録をされておりました。ですが、いずれもおむつ交換の場だけの提供になっております。 

 今のお母さん方は、事前にさまざま検索をされて外出先を決定することが多いそうです。その際

には、これらの環境の有無が大きく左右されることも考えられます。 

 小さなお子さん連れの方々がステッカーを見つけて、いつでも気軽に授乳ができるように、常設

の授乳室がある施設を望みたいところですが、先ほどの御答弁でスペース確保が非常に難しいとの

ことでした。ですが、本市にはそれらのサービスを提供している織部の里やモレラ岐阜がございま

す。これらの施設をぜひとも先ほど申し上げた岐阜県赤ちゃんステーションに登録をしていただけ

ないでしょうか。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの再質問についての答弁を早川副市長に求めます。 

 早川副市長。 

○副市長（早川 謙君） 

 議員から御案内がありましたように、岐阜県では、授乳の場、おむつがえの場及びミルクのお湯

を提供する民間及び公共の施設を赤ちゃんステーションとして登録いただき、利用者の方に一目で

わかるように県内統一の名称及びシンボルマーク入りのステッカーを掲示していただくことにより、

利用者の利便性の向上と社会全体で子育て家庭を応援する機運の醸成を図っているところです。 

 本巣市の登録状況でございますが、民間施設のモレラ岐阜が登録されております。 

 また、議員から御提案いただきました道の駅織部の里もとすにつきましては、授乳室が設置され

ておりますので、登録に向けて手続を進めてまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 
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 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 では次に、本市では、淡墨桜おもてなし事業やほたる祭り、市民運動会、花火大会など、野外の

ものが多々あります。こうした野外イベント会場にも赤ちゃんステーションがあれば、乳幼児を連

れた方々も、遠く離れたところにとめた車に行くなど、その場を離れずにおむつ交換や授乳ができ、

安心してイベントに参加できるのではないでしょうか。 

 添付の資料をごらんください。 

 移動式赤ちゃん駅といって、移動が可能なテントに折り畳み式のおむつ交換台と授乳用の椅子を

備えたものがあります。これは、市内でイベントを開催する団体にも貸し出しができるほか、災害

時にも役立つのではないかと思いますが、これをぜひとも御用意していただけないでしょうか。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を早川副市長に求めます。 

 早川副市長。 

○副市長（早川 謙君） 

 移動式赤ちゃん駅の導入についてお答えします。 

 移動式赤ちゃん駅とは、イベント等に参加する乳幼児を連れたお母さん方に授乳やおむつがえを

する場を提供するため、授乳やおむつがえを表記したテントとおむつ交換台や椅子、マットを完備

した移動式のテントでございます。 

 先ほど、授乳室について、会議室等を利用し仮設で対応してまいりたいと答弁しましたが、空室

がなく用意できない場合があり得ることや、市が関与するイベントの中には、例えばうすずみサマ

ーフェスティバルなど、公共施設から離れた場所で開催されるものもあり、授乳室の設置が困難な

ケースがあること、自治会など市が関与しない主体が開催するイベント等についても柔軟に対応で

きることが望ましいことから、議員から御提案いただきました移動式赤ちゃん駅を購入し、市内で

イベント等を開催する団体に貸し出すことも進めてまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 本当に子育て世代に優しい本巣市であると思います。ありがとうございます。 

 では、続きまして２つ目の質問に移らせていただきます。 

 がん教育について、お伺いをいたします。 

 がんは、日本人の２人に１人がかかる国民病であり、昭和56年よりずうっと死因のトップになっ

ております。３人に１人ががんで亡くなっているといいます。しかも、ここ30年以上、がんの死亡
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者数はふえ続けております。現在では、年間37万人以上の国民ががんで亡くなっているのです。こ

れは、国民のがんに対する理解が根本的に不足している現状を物語っているとも言えます。 

 今やがんは、医学の進歩等により、約６割の方が治るようになりました。特に進行していない初

期の段階で発見し、適切な治療を行うことで、非常に高い確率で治癒いたします。したがって、そ

うしたがんを初期の段階で見つけるがん検診はとても重要となります。 

 国では、毎年10月をがん検診受診率50％達成に向けた集中キャンペーン月間と定め、さまざまな

取り組みをしているところですが、その達成は、がんに対する正しい知識が広まれば可能であると

見ております。 

 また、がんは遺伝するとされておりますが、実は遺伝によるがんは５％程度と少なく、むしろ喫

煙、食生活及び運動等の生活習慣が原因であるほうが多く、これらに気をつけて発がんリスクを下

げることがとても重要です。正しい知識が生き抜く力になると言えるのではないでしょうか。 

 では、どのように正しい知識を得ればよいのか。最近では、国ががん対策推進基本計画にがん教

育の推進を盛り込んだため、がんの予防や治療に対する正しい知識を子どもたちに教える取り組み

が全国で広がりつつあります。がん教育は、将来のある子どもたちのためでもあり、また、子ども

たちの御両親などががんを発症しやすい年代でもありますので、子どもたちから親さんにがん検診

を受けてねなどの言葉がかけられれば、早期発見にもつながっていきます。 

 そこで、学校教育において、医療関係者やがん体験者など、外部講師による体系的ながん教育を

積極的に推進していただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を川治教育長に求めます。 

 川治教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 

 市内における小・中学校でのがん教育実施についてお答えします。 

 国民の２人に１人がかかると推測されるがんは重要な課題であり、その予防や対応は全ての国民

の基礎的教養として身につけておくべきものと言えます。 

 学校におけるがん教育の現状といたしましては、小学校６年生と中学校３年生の保健の授業にお

いて、生活習慣病の一つとしてがんを位置づけ、がんが死因の１位であることと、その現状や予防、

がんの要因や仕組み、治療方法などを学んでいます。さらに、発展的な学習として、がんを防ぐた

めの12カ条を学んだり、家族にがん検診を勧めるメッセージカードをつくったりしています。 

 今後のがん教育については、特に２点を大切にしていきたいと考えています。１点目は、自分自

身の将来のために、子どものうちからがん予防の生活姿勢や習慣を教えること、２点目は、がんへ

の偏見をなくし、がん教育を通して命の大切さや思いやりの心を育むことです。 

 これらには、学校医の活用や体験者の話などが非常に有効です。既に土貴野小学校では、学校医

を有効に活用し、毎年、６年生を対象に科学的根拠に基づいた知識やがんを防ぐ方法、早期検診の

重要性などを学んでいます。がんは予防とともに早期発見・早期対応が極めて重要ですので、今後
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も学校医やがん専門医等の外部講師の協力を得ていきたいと考えています。 

 また、体験者の話を生で聞くことは、子どもたちにとって心が揺さぶられ、健康の大切さ、命の

とうとさを実感できるよい時間となります。ただし、子どもがかかる小児がんもあり、家族ががん

で入院したり亡くなったりしている子どももいますので、それらを十分に配慮して進めてまいりた

いと考えています。 

 がん教育を推進し、命を丁寧に見詰めさせ、健康でいることの幸せやありがたみ、さらにはいじ

めや自殺予防などにも関連づけて、命を大切にする心と実践力を育んでいきたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 義務教育の時代にがん検診や予防の大切さをどの子どもたちも平等にしっかりと学ぶことががん

対策の最大の啓発活動になると思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 次に、医療用ウイッグについてお尋ねいたします。 

 医療用ウイッグというのは、病気によって頭髪がなくなってしまった方がかぶられるかつらのこ

となんですけれども、がん治療は、脱毛や肌のトラブル、爪の変色といった副作用を伴いやすく、

術後の傷跡に心を痛める人も少なくありません。がん医療の進歩により、がんの生存率は改善し、

仕事をしながら通院治療する患者さんはふえております。それだけに、治療前と変化した容姿が気

にかかり、社会との交流を避けたり、離職を余儀なくされる方も数多くいらっしゃいます。 

 患者さんが本人らしく生活の質を保ちながら過ごすためのアピアランスケア、外見のケアの必要

性は高まっております。医療用ウイッグや眉毛メイクのおかげで闘病に前向きとなり、仕事に復帰

できたというケースもあるそうです。 

 しかしながら、がん治療にも多額の費用がかかる中、医療用ウイッグも高額であり、患者さんに

はかなりの負担があります。精神的な負担と金銭的な負担と、その両方を少しでも和らげてあげら

れればと思うのですが、本市において義肢、義眼、補聴器など補装具費の補助を行っておりますが、

その対象に医療用ウイッグも入れていただけないでしょうか。 

○議長（鍔本規之君） 

 ただいまの質問についての答弁を久富健康福祉部長に求めます。 

 久富健康福祉部長。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 がん治療に使われます抗がん剤にはさまざまな副作用があり、その一つである脱毛は、髪だけで

なく、眉毛、まつげ、鼻毛などの体毛にも起こり、食欲不振や吐き気、全身の倦怠感などの身体症

状とともに、御本人の受ける身体的、精神的負担は非常に大きいものと考えております。 

 医療用ウイッグにつきましては、抗がん剤治療が終了して毛髪が生えそろうまでの期間等に装着
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し、治療前の自分の髪形に近い状態とすることで、心の落ち込みを癒やすとともに、治療しながら

仕事を継続するなど、社会復帰の手助けとなっておりますほか、医療用ウイッグは価格が高額であ

ることや、あわせて抗がん剤治療を行っているがん患者の方には大きな負担となっているものと考

えております。 

 また、医療用ウイッグは、その用途が美容補助の要素が高く、全てのがん患者が利用するもので

はないため、これまで購入補助対象になっておりませんでした。 

 しかしながら、近年、全国の自治体でがん治療に伴う医療用ウイッグや乳房切除による乳房補正

具などの購入補助を実施している自治体が少しずつふえてまいりました。近隣の自治体でございま

すと、福井県ががん患者アピアランスサポート事業としてウイッグ及び人工乳房等の補助を行って

おりますことや、滋賀県の甲賀市、湖西市ではウイッグの補助を行っております。 

 議員御質問の医療用ウイッグの購入助成につきましては、今後、岐阜県の動向を注視しながら、

既に実施をしております自治体の制度について調査・研究をしてまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（鍔本規之君） 

 今枝議員。 

○２番（今枝和子君） 

 ありがとうございました。 

 これは要望として申し上げたいのですが、医療用ウイッグの助成は、がんに限らず、原因不明の

脱毛症の方からもお声をいただいております。先ほどの御答弁で、医療用ウイッグはその用途が美

容補助の要素が高いとのことでしたが、私の友人の娘さんは３歳のときから原因不明の脱毛症とな

り、現在に至っても原因不明のため治療方法が見つからず、脱毛症のまま20年が過ぎました。こと

し24歳になられます。私にも同い年の娘がおりますので、親友親子の日々の苦痛は想像以上のもの

があると感じております。彼女の立場に自分を置きかえてみると、医療用ウイッグは美容補助とい

う次元ではなく、足が不自由な方の義肢、目が不自由な方の義眼、眼鏡、耳が不自由な方の補聴器

などと同等の必要性があるものだと思います。今後、がん以外の疾病に対しても医療用ウイッグの

購入助成をぜひとも前向きに検討をしていただけるよう切にお願いを申し上げまして、私の質問を

終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（鍔本規之君） 

 暫時休憩といたします。１時から再開をいたしますので、よろしくお願いをいたします。 

午前11時59分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午後１時00分 再開  

○副議長（瀬川治男君） 

 再開をいたします。 

 議長が所用により、午後から欠席されております。地方自治法第106条第１項の規定により、私
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が議長の職務を行います。 

 ただいまの出席議員数は15人であり、定足数に達しております。 

 続きまして、３番 髙田浩視君の発言を許します。 

○３番（髙田浩視君） 

 私ごとですが、最近よく眠れません。理由は御想像のとおりです。 

 私は、議員になって１年２カ月、この１年２カ月、浮ついていたのでしょうか。いや、そう言わ

れても仕方がありません。私は、大いに自信をなくしています。議員として、行政の皆さん、そし

て何より市民の皆さんの信頼を得る難しさを今痛感しております。大西議員の言葉をかりれば、ぼ

ーっと生きてんじゃねーとチコちゃんに怒られそうです。いま一度、１年２カ月前のあの暑い夏を

胸に刻みたいと思います。 

 最初の質問に入らせていただきます。 

 市内に立地する企業が発する騒音、振動、異臭等が住民生活に及ぼす影響についてお尋ねします。 

 お願いしたいのは次の点です。 

 このような問題に対して行政と市民、行政が市民と事業者の間に入り、説明、対話を丁寧に行う

体制をつくること、事業者及び行政が、これらの問題に対する取り組みを積極的に開示していくこ

と、感覚的問題である異臭問題に踏み込んで取り組んでいただくことです。 

 本巣市においては、大規模に土地の用途制限地域が田園居住地域から産業誘導地域に変更されま

した。今後、さらに企業の立地が進むと考えられます。また、並行して住宅の造成も点在的に進ん

でいるように見られます。一旦住宅として宅地化されますと、将来的には事業所として騒音、振動、

異臭の発生源となることもあります。企業と住宅、そして農地が隣接する環境が増加しています。

住民生活や企業生活に支障を来す心配があります。あらかじめ住民生活に及ぼす影響を考慮し、企

業に確実な対策を求める必要があると考えます。 

 苦情の傾向としては、近所づき合いなどのコミュニティーの意識の低下もあり、個人間の生活環

境に起因する問題が多く寄せられているようです。その多くは、騒音、振動、悪臭といった、いわ

ゆる環境公害に関するもので内容もさまざまです。当事者間の円滑な話し合いができず、その対応

を行政に委ねるのですが、行政としても、よるべき法令や基準がなく、対応に苦慮しているのが現

状ではないでしょうか。 

 工業地域など、騒音、振動の規制基準が比較的緩い地域において工場と住宅が近接していること

に起因する苦情も多く、対応に苦慮するケースの一つのようです。この場合、事業者は、工業地域

だから工場を構えている基準も満たしていると一方、申し立て者はうるさくて困っているので何と

かしてほしいと主張が平行線になることが多々あるようです。また、夜勤など生活サイクルの異な

る方からの苦情は、苦情の時間帯が昼間であるため、騒音測定を行っても規制基準を満たすことが

多く、申し立て者が納得されないケースもあるようです。 

 振動、騒音、悪臭に関してですが、それぞれ振動規制法、騒音防止法、悪臭防止法で規制されて

いると理解しています。振動規制法、騒音防止法では、振動、騒音について必要な規制を行うとと
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もに、生活環境を保全し、国民の健康の保全に資することを目的としています。具体的には、市長

が、振動、騒音について規制する地域を指定するとともに、環境大臣の定める基準の範囲内におい

て時間及び区域の区分ごとの規制基準を定め、市町村長が規制対象となる特定施設等に関し、必要

に応じ改善勧告等を行う。 

 悪臭防止法です。規制地域内の工場、事業所の事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規

制を行うことなどにより、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とする。規制

地域については、市長は住民の生活環境を保全するため悪臭を防止する必要があると認める地域を

指定しなければならない。規制基準に関しては、市長は規制地域における自然的、社会的条件を考

慮して、特定悪臭物質、または臭気数の規制基準を定めるとあります。 

 １項目めです。 

 市内に立地する企業が守らなければならないルールについて説明していただけますか。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それでは、企業が守らなければならないルールについてお答えをさせていただきます。 

 市内に立地する企業が事業活動に伴い発生するさまざまな騒音、振動、悪臭等につきましては、

議員申されましたように環境基本法、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法及び岐阜県公害防止条

例などによって地域ごとに定められた規制基準がありまして、この基準を超えてはならないことが

企業が守らなければならないルールとなっているということでございます。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ２項目めです。 

 騒音や振動、悪臭に対する苦情の件数は近年ふえているようです。さらに、これまで見過ごして

きた身の回りのにおいにも敏感になるなど、人々の意識の変化があるようです。悪臭問題への関心

は高まっているようです。一般的に、いいにおいと思われるにおいであっても、強さや頻度によっ

て不快なにおいになることもあります。迷惑だと感じる人がいれば、そのにおいは悪臭です。多く

の場合、事業者は自分の出すにおいになれてしまっているので、そのにおいで困っている人がいる

ことに気がつきません。近年において、市内に立地する企業とその近隣の住民との間における苦情

やトラブルの発生についてお尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 



－１５５－ 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それではお答えさせていただきます。 

 企業と近隣住民の間の苦情につきましては、主に電話によりまして騒音や悪臭などの苦情の連絡

があるということでございます。苦情の件数につきましては、平成28年度は騒音が１件、悪臭が８

件でございます。平成29年度は騒音が８件、悪臭が５件、今年度でございますが、平成30年度は10

月末の時点で騒音が２件、悪臭が３件の状況となっております。 

 なお、通報を受けた場合には速やかに現地に出向きまして、事実確認を行った上で、その原因が

企業側にあることが明らかな場合は、当該企業に対して注意や指導をその都度行っている状況でご

ざいます。 

 次、トラブルについてでございますが、市として把握しているものはないという状況でございま

す。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ３項目めです。 

 ことしの夏の水害の際です。岡山県のアルミ工場で爆発が起き、付近の住民がけがをした事故が

ありました。当時、県内に大雨特別警報が出ており、工場内に浸水していたようです。水が高温の

アルミニウムに触れて水蒸気爆発をしたようです。この工場は通常24時間操業ですが、大雨で近く

の川が増水して浸水のおそれがあったため、事故前に炉の運転を中止、午後10時ごろには従業員全

員が退社し、爆発時は無人だったとあります。最後まで工場に残っていた従業員は、高温のアルミ

を炉から取り出す作業をしていたところ、膝のあたりまで浸水が来てひどくなったので避難したと

いう趣旨の話をしています。 

 このように、大雨や強風により原材料の保管に支障を来したり、建物そのものの破損により、化

学的原因で騒音、振動、異臭、悪臭を発生してしまうような危険はないのでしょうか。災害時に企

業が問題を起こしたことはありませんか。また、そのような想定はされていますか、お尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それではお答えをさせていただきます。 

 災害時に企業が問題を起こしたことについては、市としましては把握をしていないということで

ございます。また、今までにそのような事例がございませんので、現段階では問題を起こすという

想定もしてはいないという状況でございます。 

 なお、市内に進出しました企業につきましては、必要に応じまして地域住民の健康を保持すると
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ともに、生活環境を保全するため公害防止に関する協定を締結して環境保全に関する社会的責務を

有することを強く自覚して、協定の締結内容は遵守するということとしているところでございます。

以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ４項目めです。 

 一たび苦情が発生してしまうと、事業者は何らかの対策が求められます。規制基準を超える悪臭

に対して適正な対策をとらないと、市長から改善勧告、改善命令が出され、さらには懲役や罰金が

科されるという場合もあるということです。 

 苦情が起きてから対策するのでは、金銭的にも、労力的にも負担が大きいばかりか、事業場のイ

メージも損なってしまいます。苦情が出ていないから安心ということではありません。日ごろから

未然に防ぐ取り組みが必要と考えます。苦情やトラブルを改善するための企業に対する支援策はあ

りますか、お尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それではお答えします。 

 企業に対する支援策につきましては、環境関係法令等に基づく届け出や立入検査など公害の未然

防止に努めておりますとともに、苦情が発生した場合には市単独、また事案によっては、岐阜県と

ともに苦情の申し立て者及び発生源の事業者双方の意見をよく聞いて、改善対策の提案等を行って

いる状況でございます。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 日常から事業者に対策を行う取り組みを喚起していくことが有効と考えます。 

 例えば、規制対象でない工場等においても、必要に応じて騒音、振動の現状を把握し、周辺環境

の改善のお願い、機械の作動音以外にも搬出入時の作業音、拡声器などがあります。作業時間の見

直し、音量を下げるなどのお願い、工場等の周りに住宅ができるなど、環境は変化していきます。

機械の設置場所や開口部の位置などを考え、適時対策ができるような計画、隣接して住宅が建設さ

れる場合は、事前に騒音、振動の状況の周知などなど、金銭的な支援は難しいですが、定期的に事

業者に対し対話を行っていく支援は有効ではないでしょうか。 
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 ５項目めです。 

 今後、さらに農地が宅地化され、住民の生活の場と企業の隣接する地域が増加し、新たに住民の

不安が広がると予想されます。このような苦情相談も増加するでしょう。苦情の相談は苦情者の本

音を聞き出し、なるべく苦情者の望む結果になるように対応すべきではないでしょうか。もちろん

行政として理解、納得してほしいことを説明する必要があります。相手に理解、納得させ、高い満

足度を得るためにも、相手方の気持ちに寄り添って対話することが大切だと感じます。発生源のも

のに対しても、まずは相手方の信頼を得て周辺に配慮し、対策をとるやる気を出すことが必要では

ないでしょうか。 

 法規制のあり方は、法令などにより施設設置の届け出が必要で、立入指導ができる工場等への規

制の重要性です。騒音苦情で現場確認をしたとき、特性時施設を設置している工場なのに開口部が

多かったり、壁がスレート１枚であったりする場合があります。このような工場は昔からそこで操

業しており、設置当初は周辺に住宅等が少なかったため防音対策をしていない場合や、規制基準そ

のものを遵守する必要性の認識が薄く、指導しても効果的な対策が実施されない場合が多くありま

す。苦情が出ない工場にするためにも、用途地域や立地条件に応じて工場を建設する時点で、後に

周辺に住宅ができることを想定して、最低限、規制基準を遵守できるような対策をとるよう指導す

べきと考えます。 

 また、法令に基づく工場への立入検査では、苦情が出ていなくても、適切な施設管理など、苦情

の未然防止を指導し、事業者への環境問題の意識を高めることが大切だと思います。市民が暮らし

やすいまちにするために新たな施策の必要性はないでしょうか、お尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それではお答えをいたします。 

 平成30年８月から、真正地域の一部につきまして特定用途制限地域を田園居住地区から産業誘導

地区へ変更したことなどから、住宅と企業の隣接地域についても増加することが議員も申されてお

りますように予想されるということでございます。 

 地域住民の健康を保持するとともに生活環境を保全するため、屋井工業団地に進出しました企業

と同じように公害防止に関する協定書を締結いたしまして、公害関連規制につきまして、遵守すべ

き規制基準及び自主測定頻度を定めた環境保全に関する基準書を作成いたしまして、市に常に報告

をするとともに、締結内容については遵守するように指導をしていきたいというふうに考えており

ます。 

 また、住民からの意見を初めとしまして、状況等の変化に応じて、想定内容についても適宜見直

すことなどにより進めていくということでいきたいということを考えております。よろしくお願い

します。 
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〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 最善を尽くしても、全ての関係者が満足いく結果を導くことは難しいでしょう。しかし、実行で

きることはあります。騒音、振動、悪臭対策に関する情報の開示が不可欠です。 

 口に入れる農産物は、使った農薬を公表する取り組みがあります。市内の事業者においても、事

業者が騒音、振動、悪臭防止に対する取り組みを積極的に開示すべきです。義務化することも必要

ではないでしょうか。 

 さらに、行政としては指導や苦情の情報を開示してください。誰もがいつでも見ることができる

ように。また、人それぞれ感じ方が異なる異臭、悪臭対策として、臭気指数の基準を設けて規制し

てください。市役所の中で情報を共有して、早い段階から事業者と市民との対話を進める体制をつ

くってください。今以上に市民から信頼を得られる行政となりましょう。 

 ２項目め、次に入ります。 

○副議長（瀬川治男君） 

 今、要望でよかったんやね。 

○３番（髙田浩視君） 

 はい、済みません。 

 ２つ目です。 

 農業の新しい取り組みによる生産者への支援についてお尋ねします。 

 農業に先端技術を取り入れる取り組み、スマート農業が進んできました。長年の経験や勘に頼る

生産から踏み出し、しかも、小規模な生産者でもすぐ実行できる取り組みもあります。本巣の農業

を魅力的に、そして確実なものにするために生産者が今すぐ取り組むべきです。市として積極的に

支援すべきと考えます。 

 市内でも農業の就労者が年々減少し、しかも高齢化しています。しかし、本巣市には、地元の農

産物に誇りを持ち、本巣の魅力を発信している農業生産者の方も数多く見えます。若い従事者も多

いと感じます。近隣の農業高校へ通いたい希望者は多いと感じます。しかし、その卒業生で農業を

志す者は少ないと聞いております。 

 今、スマート農業が注目されています。最新の通信技術を利用した取り組みは、農業の分野でも

進んでいます。若者の農業に従事したい気持ちを引き出し、やりがいがあり、確実で魅力ある農業

経営へ支援を活発に行う必要があると考えます。 

 最初の質問です。 

 2015年農林業センサス、先ほどもありましたが、によれば、農業就労人口の平均年齢は66.4歳、

65歳を超える従事者は６割以上を占めています。農林水産業の現場では、多くの人手が必要な作業

や熟練者でなければできない作業も多く、少ない人員でいかに効率化するか、生産性を上げるかが
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喫緊の問題となっています。 

 本巣市の農業の現状についてお尋ねしたいと思います。耕作されている作物、その耕作面積、生

産高、就労者数についてお尋ねしたいと思います。また、ことしの猛暑や台風による被害について

もお尋ねしますのでお願いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業建設部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 主な耕作されている作物、その耕作面積、生産高、就労者数、ことしの猛暑や台風による被害に

ついてお答えさせていただきます。 

 本巣市は、肥沃な耕地から各種の農産物を豊富に生産しており、また、昭和44年から始まった米

の生産調整におきまして転作を積極的に推進した結果、県下でも有数な園芸産地となりました。柿

とイチゴにおきましては県下で第１位の耕作面積を誇り、また水稲、梨、トマト、ナスなども盛ん

に栽培されています。 

 2015年農林業センサスによる値では、耕作面積については、柿が298ヘクタール、イチゴが14ヘ

クタール、水稲が614ヘクタールであり、就農者数につきましては経営体数で計上されております

ので、柿が702、イチゴが66、水稲が704経営体となっております。 

 生産高につきましては、農林水産省が各種統計資料を用いた推計値におきまして、平成28年の水

稲が６億9,000万円であります。しかし、柿、イチゴにつきましては、推計値がないため、各振興

会に確認いたしたところ、平成29年度の実績が、柿が３億2,000万、イチゴが３億円となっており

ます。 

 今年度の農作物被害におきましては、猛暑につきましては営農に影響があったと思われますが、

被害として報告は受けておりません。また、台風21号による被害につきましては、柿や梨の枝折れ、

イチゴなどのパイプハウスの倒壊が確認されており、被害額としては約9,000万円となっておりま

す。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 せっかくですので、午前中に柿の話がありましたので、イチゴの話がもう少し詳しく聞けたらと

思ってお伺いしたいと思いますけど、お願いできるでしょうか。 

○副議長（瀬川治男君） 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 先ほど申しましたように、イチゴの状況につきましては、栽培で３億円ということでございます。
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こちらが14ヘクタールで、栽培個数が66経営体ということでございますので、特徴は、例えば面積

当たり、また１経営体当たりで割りますと、単純にいきますと、イチゴにつきましては約１ヘクタ

ール当たり2,100万弱の生産高、また１経営体当たりの生産高につきましては450万弱というような

ことで、水稲、柿に比べてイチゴの経営につきましては、やはりこういった屋内で栽培されるとい

うことで、かなり高収益な経営でありますので、新規就農者につきましても、平成24年度から19名

の方が本巣市で新規就農をなさっておられますが、そのうちの８名がイチゴの新規就農ということ

で、やはりこういった高収益の農業につかれる方がふえておるという現状でございます。以上でご

ざいます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ２項目めです。 

 本巣市における農業生産者への支援についてお尋ねします。 

 市単独としては、国の交付金対象外水田で、戦略作物の作付者に行う農地集積・集約化補助金で

したか、農地の集積・集約により耕作放棄地の発生防止、解消を図っていると理解しております。

その他、経営に対する支援、就労に対する支援、生産高をふやす支援についてお尋ねします。お願

いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業建設部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 経営に対する支援、就労に対する支援、生産高をふやす支援についてお答えをさせていただきま

す。 

 本市は、農業者に対し、農業経営の安定化と担い手確保と育成のために国庫補助金事業を活用し、

さまざまな支援を行っております。 

 まず、経営に対する支援といたしましては、経営規模の拡大や農産物の加工・流通・販売の経営

の多角化に取り組む際に必要となります農業用機械の導入費用の一部を助成する経営体育成支援事

業があります。平成29年度の実績といたしましては、地域の中心となる個人経営体２経営体に対応

しまして、経営規模の拡大に必要なトラクターや管理機などの導入費用を国費が10分の３、市費が

10分の１の補助率で助成をいたしております。 

 次に、就労に対する支援といたしましては、新規就農者の就農初期の５年間の所得を確保するた

めに、１人当たり年間最大150万円を支給する農業次世代人材投資事業補助金があり、この制度を

活用し、平成24年度から市内において19名の新規就農者がございました。 

 次に、生産高をふやす取り組みに関しましては、経営体育成支援事業や元気な農業産地構造改革
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支援事業などの国県補助事業におきまして生産高をふやす目標を設定しており、その目標を達成す

るために必要な農業用機械の導入費用の一部を平成29年度において５経営体に対して助成をいたし

ております。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ３項目めです。 

 農林水産物や地域食品において地域のイメージを活用しつつ、地域の農林水産物、食品の差別化

を図り、その価値、評価を高めようとする地域ブランド創出の取り組みが活発になっています。 

 これらの取り組みにおいては、地域ブランド化の対象品目、対象地域や取り組み主体の業種はさ

まざまです。例えば、農林水産業者と食品業者が連携して加工食品のブランド化に取り組む例、あ

るいは農林水産業者と観光や工芸品等の他産業の関係者が連携して農林水産物を含む地域全体のブ

ランド化に取り組む例などがあるようです。しかし、これらの取り組みの中には、地域の活性化や

収益の増加につながったという成功事例が見られる一方、なかなか効果が上がらない取り組みも存

在しております。 

 午前中にもありましたが、本巣には、糸貫の富有柿という誇り高きブランドがあります。休日に

は、この柿を求めて販売所は人が途絶えないようです。このブランドを維持するため、大変努力さ

れている現実と成果があります。農産物のブランディング等の販売活動への支援の現状や施策につ

いてお尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業建設部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 農産物のブランディング等の販売活動への支援の現状や施策についてお答えさせていただきます。 

 先ほど説明させていただいたとおり、本巣市は柿とイチゴを重要な農産物として位置づけており

ます。そのため、柿とイチゴのブランド確立のため、柿振興会やイチゴ振興会が市場等で行うＰＲ

や消費拡大などに要する経費を農産物消費拡大事業として、市として補助金を支出してございます。 

 また、市内農産物を広く多くの方々に知ってもらいたい、また食していただくとともに、本巣市

の農産物振興及び知名度、イメージの向上を図ることを目的といたしまして、本巣市ブランド認証

制度を設けてございます。この認証を受けた農産物につきましては、本巣市ブランド認証マークの

ステッカーを張り、市内の農産物直売所や道の駅などで安全・安心な農産物ということで購入して

いただくようＰＲを行っているところでございます。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 
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 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 これもちょっと再質問を、せっかくですので、徳山トウガラシという取り組みを拝見するんです

が、これもちょっとその関係かと思ってお尋ねしたいんですが、よろしかったらお答えお願いでき

ますでしょうか。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 この徳山トウガラシにつきましては、平成28年度から国の地方創生交付金を活用しまして、この

徳山トウガラシというのは根尾の能郷営農組合の方が、その中の羽田さんという方がこういった徳

山トウガラシの種子をお持ちであって、この徳山トウガラシの特性といたしましては、栽培が獣害

の被害を受けないというようなことで、そういったことがございまして、本市におきましても、ジ

ビエの利用ということで進めておる関係で、この徳山トウガラシも、先ほど言いました国の地方創

生関連交付金を活用して、何とか特産品にならないかというようなことで取り組みを始めておりま

す。 

 この取り組みに関しまして、岐阜女子大学、また今はそういった岐阜農林高校など、またＪＡの

協力もいただきながら勉強させていただきまして、現在は栽培行為の作成や広域化、もう少し栽培

の普及を図るというようなことで特産品の開発研究などを行いながら、この徳山トウガラシの普及

及び栽培農家の増加を図っている現状でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ありがとうございます。 

 茨城県では、県オリジナルのイチゴのブランド強化のためＩｏＴ導入支援に取り組んでいます。

品質のばらつきを少なくし、安定して出荷できる体制を整備するため、農業クラウドサービスで栽

培環境の見える化を図り、栽培技術の高いモデル農家のノウハウを共有し、ほかの生産者のレベル

アップを図ったようです。 

 ４項目めです。 

 2013年11月、農水省はスマート農業の実現に向けた研究会を設立しました。以後、スマート農業

推進のため、民間企業や自治体、大学などと連携して、研究開発と実証実験、技術普及のための支

援を行ってきました。政府は16年３月、未来投資に向けた官民対話を開き、ことし、18年までに圃

場内での自動走行システムを市販化、20年までに遠隔監視で無人システムの実現を明言しています。 

 具体的なスマート農業の実例です。まずは、超省力・大規模生産のためのロボット技術です。Ｇ
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ＰＳシステムなどにより自動走行トラクターの実用化です。秋には製品化されています。トマトの

自動収穫ロボットも注目されております。ＡＩの画像認識と運動の習熟機能により、適期になった

果実を瞬時に認識し、人間の作業のように傷つけず素早く正確に収穫できるようです。 

 作物の能力を最大限に発揮するための先進技術やビッグデータ分析による見える化です。スマホ

やタブレットに蓄積された作業実績や生産データなどを分析し、圃場ごと、作物ごとのコスト構造

を見える化します。データ分析による客観的な経営判断が可能となり、作業の効率化による生産コ

ストの低減が可能になったようです。圃場の水位、水温、温度、湿度を各センサーで自動測定し、

データをスマホやタブレットに自動送信するシステムです。クラウド上にデータが蓄積され、いつ

でもどこでも認識できるほか、圃場の給排水を自動で行うこともできます。きつい作業、危険な作

業からかうという視点からです。 

 アシストスーツにより果樹や重量野菜の収穫作業、積みおろし作業などの軽量化により、作業効

率の向上による生産性の向上と、余剰労力を活用した規模拡大だけでなく、高齢者や女性の就労促

進も期待できます。誰でもが取り組みやすい農業の実現という視点からです。 

 ＧＰＳなどの衛星技術を活用すれば、数センチ単位の精度で作業が可能になります。非熟練者で

も熟練者と同等以上の精度、速度で作業ができるようになります。篤農家の経験や勘に基づく暗黙

値をＡＩでする試みもあります。ミカンの摘果など、従来はマニュアル化が困難とされていた高度

な記述を見える化し、篤農家の技術と判断を後進に継承するとともに、新規就農者の学習に活用す

るシステムは既に実用化されています。 

 国は、20年までにこうしたさまざまな動きを進め、農業ＩＣＴの完全実働を目指しております。

そのため、行政や現場指導者、農業資材、農業加工販売にかかわる民間事業者、研究機関などの関

係者が、担い手を中心としたバリューチェーン構築に係る環境整備を強力に進める必要があるとし

ています。本巣市におけるスマート農業の取り組みや課題についてお尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業建設部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 本市におけるスマート農業の取り組みや課題についてお答えさせていただきます。 

 スマート農業とは、ロボット技術や情報通信技術であるＩＣＴを活用して、省力化・精密化や高

品質生産を実現する農業であり、具体的には、ＧＰＳ機能を搭載した農業用機械の作業履歴や収穫

した米の食味と水分量などをクラウド上でデータ管理し、そのデータから個々の圃場に適した肥培

管理や作業効率などを分析いたします。その結果、作業時間や投資資材を明確にし、農業経営の見

える化が実現されることで、省力化を実現しながら高品質の米を生産することができるものです。

現在、本市では大規模農家の４件の経営体がスマート農業を導入しております。また、そのうち１

件の経営体につきましては、県単の補助事業で支援をしてございます。 

 また、課題といたしましては、スマート農業の取り組みにはシステムに対応した農業機械の導入
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に伴う多額の初期投資が考えられております。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 ５項目めです。 

 スマート農業は大規模な農業生産法人では進んでいるようです。現時点で、スマート農業に取り

組んでいるのは大規模な農業法人がほとんどで、今後は小規模な生産者でも導入できるような安価

で効率なスマート農業機器やサービスが必要になると言われております。 

 小規模の生産者で導入できるスマート農業です。無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」を使って病害虫を

無料で診断するものや、農家向けのアプリやクラウドサービスが次々と登場しています。日々の農

作業を記録するための農業日誌アプリはいろいろリリースされ、多くの生産現場で活躍しているよ

うです。誰がどこで、何の作物に対して、どれぐらいの時間作業をしたのかが記録されます。作業

スタッフの動きを効率化し、１人当たりに扱える面積をふやすことは、意外と比較的簡単にできる

とあります。 

 楽しく、格好よく、稼げる農業をコンセプトに掲げた取り組みで注目を集めているのがドローン

を活用したピンポイント農薬散布システムです。ドローンで圃場を空撮し、その画像をＡＩが解析

し、病害虫が発生している場所を特定し、問題を掲示した場所へドローンが飛び、自動で農薬を噴

霧するシステムです。解析の精度は90％を超えているようです。また、このシステムを無償で農家

に提供し、生産物を全量買い上げ、スマート野菜ブランドとして市場に流通させる取り組みも始ま

っています。 

 小規模な生産者が導入できる機器やサービスの提供を推し進めていくことが本巣市農業の創生と

考えますが、その必要性についてお尋ねします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業建設部長に求めます。 

 産業建設部長 原誠君。 

○産業建設部長（原  誠君） 

 小規模な生産者が導入できる機器やサービスの提供を推し進めていくことが本市の農業の創生と

考えますが、その必要性についてお答えさせていただきます。 

 スマート農業については、稲作経営の場合は、先ほど答弁したとおり、農業機械の導入に伴う多

額の初期投資が必要となり、小規模な生産者が導入できる機器やサービスの提供については、費用

対効果の観点からも現段階では難しいと考えております。 

 また、柿やイチゴのスマート農業における研究段階の技術としては、剪定、摘蕾や摘果などの熟

練を要する作業を遠隔指導で技術継承できるスマートグラスや、収穫時の重いサンテナの運搬作業

を軽減化するアシストスーツ、イチゴの収穫ロボットなどが上げられますが、実用化にはまだ研究
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の余地があると聞いております。県におきましても、スマート農業の取り組みに関する計画は今年

度中に策定をされ、スマート農業に特化した県の補助事業につきましては、今後検討をする予定で

あるとお聞きをしております。 

 なお今後、小規模な生産者が導入しても経営の安定化や収益の増加につながるようなシステムが

開発された場合には、機器やサービスの提供の支援について検討していきたいと考えております。

以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 髙田浩視君。 

○３番（髙田浩視君） 

 最後、要望です。 

 技術はどんどん進歩していきます。機器は手軽に安価になっていきます。県と連携しながら、市

独自の取り組みの検討をお願いいたします。 

 先ほどの茨城県の例です。以前は、スマート農業といえば、企業の植物工場など設備投資が必要

で取り組みにくい印象が強かったが、ここ数年、一気に個人農家がＩｏＴシステムによる栽培管理

へ関心を高め、導入が相次いでいるようです。行政のバックアップも得て、手軽で安価なスマート

農業が茨城県のスタンダードになっていきそうだということです。 

 土地の有効利用を考えますと、農地の宅地化による企業誘致、住宅用地化は必然であり、有効な

手段です。しかし、全ての農地が宅地化できるわけではないと考えます。豊かな自然環境を保全す

るため、農地として維持しなければならない農地が多くあると思います。その使命が農業にはある

と思います。 

 きのう、柿を食べたら笑顔になりました。自分が生産した農産物で人を笑顔にできる、すばらし

い職業です。本巣の農業を先進的に、魅力的に、確実に、そして格好よく行うにはスマート農業の

取り組みが必然です。どうか今後とも検討をよろしくお願いします。以上です。ありがとうござい

ました。 

○副議長（瀬川治男君） 

 続きまして、４番 寺町茂君の発言を許します。 

○４番（寺町 茂君） 

 皆さん、こんにちは。よろしくお願いします。 

 昨日、夕方、この議場から帰る途中に、能登半島に友人がおりまして、能登半島の友人から「あ

まめはぎ」という伝統行事がユネスコの無形文化遺産に登録されたと、そんなようなメールが入っ

てきまして、帰宅後ニュースを見ていると、それ１つに限らず男鹿半島の「なまはげ」、それから

その他、そういった仮面、仮装した来訪神10件が登録されたと、そんなようなニュースを報道され

ておりました。 

 この「あまめはぎ」とか「なまはげ」というのは、本来の語源がほぼ同じでありまして、能登弁
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で「あまめ」というのは、いろりに当たってなまかわをしていると、そんな意味で、「はげ」とい

うのは、それを剥ぎ取ってしまうという意味で、仮面をつけて仮装した怖い人相の神が各家庭に入

ってきて、包丁を携えておりますので、その包丁で怠けた心を剥ぎ取ってしまうという、その「は

ぎ」とか「はげ」とか。 

 男鹿半島の「なま」というのも全くその「あまめ」と同じで、ぬくぬくとして怠けていることを

いうと、そんなような伝統な文化なわけでございますが、「あまめはぎ」に関しましては、仮装し

て来訪する神々を扮しておりましたのは子どもたちでありまして、近年、非常に少子化のために子

どもが各地区に少ないということで、後継者不足、子どもがいないということで非常に悩みの種に

なっていると、そんなようなことをお聞きしております。また、男鹿半島の「なまはげ」につきま

しては、逆に仮装している人間が高齢者でありまして、こちらはこちらで、なかなかその技術を受

け継ぐ人間がいないということで、やっぱり後継者不足で悩んでいると。 

 こんなわけで、こんな文化に関しましても、少子化とか伝統技術を受け継ぐ人がいないというこ

とで、何か大変な状況にあると伺っております。今回の指定によりまして、こういった後継者不足

の問題等が少しでも解消されたらいいのかなあと、こんなようなことを思います。 

 今、子どもと高齢者のお話をさせていただきましたが、通告に従いまして、子どもの問題と高齢

者の問題、その他１件について質問させていただきます。 

 まず１点目でございますが、いじめの問題について質問させていただきます。 

 去る10月26日ですけれども、各紙朝刊に認知されているいじめの件数が過去最多になったと、41

万件を超えたというような記事が掲載されておりました。また、昨年ですけれども、10月には不登

校について、不登校というのは年間に30日以上学校を無断で休むようなことを指して不登校と言わ

れるようですが、これがやはり過去最高で13万4,398人ということで、これも２年連続で過去最多

を更新したと、このような記事が掲載されておりました。全国的にそういった、いじめや不登校が

ふえているという傾向がある中で、本市については、そういった状態はどうかということで順次お

伺いしていきたいと思いますが、まず１つ目に、全国的にこうして認知されているいじめの件数が

ふえておるわけですが、本市におけるいじめの件数、それから不登校の件数、認知されているもの

ですが、その件数についてお尋ねするのと、そういった問題について、各校でどのような取り組み

がされているかということをお教え願いたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長 川治秀輝君。 

○教育長（川治秀輝君） 

 本市のいじめと不登校の件数及びそれらの問題に対する各学校の取り組みについてお答えします。 

 まず、本市におけるいじめの状況につきましては、昨年度の認知件数は小学校42件、中学校29件、

これに対して、本年度９月末までの認知件数は小学校51件、中学校37件となっています。本年度の

増加につきましては、文部科学省のいじめの定義が、悪意がなかった言動でも受け手の子どもが心
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身の苦痛を感じればいじめとしたこと、さらに教職員がアンテナをより高くし、初期段階のいじめ

を素早く察知していることによるものです。 

 不登校の状況につきましては、昨年度の30日以上欠席があった児童・生徒数は、小学校10人、中

学校27人、これに対して本年度９月末までは小学校３人、中学校14人となっています。各学校にお

きましては、さまざまな悩みを持っている子どもを早期に発見し対応ができるよう、教職員の人権

感覚と対応力を高め、日ごろより子どもが相談しやすい環境づくりに努めています。 

 ４月には、全ての小・中学校において、校長から児童・生徒と保護者に向けていじめのない学校

を宣言し、加えて「意味あることに頑張る子を先生たちは精いっぱい応援する」「頑張る仲間の足

を引っ張る子には、先生たちはみんなで指導する」「困ったら一番相談しやすい人に相談しなさ

い」「相談されたら、その日のうちに問題解決に立ち上がる」の４点を訴え、継続してそれを貫い

ています。 

 さらに、いじめと不登校の問題にチーム学校として組織的に対応できるようにするために、全学

校でいじめ未然防止対策委員会を設置しています。また、学校ごとにいじめ防止基本方針を定め、

日ごろから居場所ときずなを大切にした学校づくりを行い、命や人権を大切にした指導を進めてい

ます。そのほかに、子どもたちの心、内なる声を聞き、いじめや悩みをつかむためのアンケートも

うまく活用しながら、いじめと不登校問題早期発見に取り組んでいます。キャッチしたいじめに対

しては、その日のうちにすぐに動き出し、迅速かつ丁寧な対応を進め、早期に解決に結びつけてい

ます。 

 不登校には、一人一人の状況に応じケース会議を開催し、関係機関と連携して対応を進めており

ます。さらに、相談員や担任が家庭訪問などを通し、子どもと保護者と人間関係を構築しながらそ

の改善に当たっています。今後も、いじめや不登校問題に対しては各学校がアンテナを高くしつつ、

未然防止、早期発見、早期対応の３つをチームで確実にやり切っていくよう支援していきたいと考

えています。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 非常にきめの細かい施策というか、学校での対策がとられていると。やはりこういった問題が発

生する以前の問題、未然に防ぐということが非常に大切かと思います。４月当初に各学校において

いじめをなくすとか、そういった意識づけの宣言をされる、そして、いじめや不登校にならないよ

うな居場所づくり、人と人、子どもと子どものきずなづくりをするというようなことに非常に力を

入れてみえるということで、大変ありがたいことと感銘いたしました。 

 続きまして、今は学校の取り組みについてお伺いしましたが、文科省のほうでは、いじめはやっ

ぱり重要視しておりまして、昨年度、スクールロイヤーという制度に対して100万円の予算をつけ
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ておりましたが、来年度予算の請求に5,000万円という要求をしておりまして、いじめの問題によ

り一層取り組んでいこうというような、そんな方針が感じられます。 

 スクールロイヤー制度というのは、スクールロイヤーというのは、その英語が意味するように学

校の弁護士という意味でございますが、弁護士の法的な知識を用いていじめの未然防止やら、いじ

めが発生した場合の対応やら、その後の対処について法的な見地から、その力をかりて解決してい

こうというような取り組みでありまして、第１にいじめの予防というのが非常に大事になってきま

すが、予防に対して弁護士が介在して、いじめ、これは場合によっては刑事罰に相当するような罪

であるというような、そういった観点から、授業における教材づくりとか案に対してそういった見

地を取り入れて、少しでも子ども、保護者に対してこういった認識を高めていこうと。特に、近年

スマホ等を活用したいじめがございますが、なかなかそれは学校関係では対処が難しいということ

で、それについては、特に大事に至ることがあるので取り扱いに注意するようなことを含めて、子

どもや保護者に対する指導みたいなプランも考えたりと、予防に対するそういった指導をするのと、

２つ目は、教員に対しても法的にこんな対処があるというような相談をすると。もちろん３つ目は、

起きた場合にどういった対応をするかと、こんなようなことを弁護士が介在して行っていくという

制度でございます。 

 近隣では、岐阜市が今年度から導入しておりまして、知り合いにお話を聞くと、弁護士さんがや

っぱり来訪されて教員にそういったお話をされていかれたというようなことを耳にしております。 

 そんなわけで、文科省のほうもこういったいじめ問題に前向きに取り組み、向き合っていこうと

いうような動きがあるわけですが、市としていじめに対してどのような、また不登校に対してどの

ような取り組みがされているかと。先ほどの学校での対応をお聞きする限り、非常に本市は学校教

育に関して先進的な市であると私個人的には思っておりますが、取り組みについてぜひ教えてくだ

さい。お願いいたします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長 川治秀輝君。 

○教育長（川治秀輝君） 

 本市のいじめ、不登校問題に対する取り組みについてお答えします。 

 まず、特にいじめについてお答えをさせていただきたいというふうに考えております。 

 本市では、いじめのない学校、社会を目指し、いじめ防止対策に関する条例を平成29年４月１日

より施行いたしました。この条例における本巣市の特徴は、学校や子どものみならず、家庭、地域

全体でいじめをなくす姿勢として、市民、関係諸機関等の責務を位置づけ、地域で子どもを見守り、

安心できる環境づくりに努めること、さらには、いじめを発見した場合は情報を提供することなど

を明示させていただきました。教育委員会では、家庭用に加えて、地域用子ども見守りチェックシ

ートも作成し、登下校や地域での子どもたちの生活の様子を見守っていただけるよう工夫をしてお

ります。 



－１６９－ 

 また、この条例には、警察や子ども相談センターなど、いじめ防止に関係する機関と定期的に連

携を図るいじめ問題対策連絡協議会を設置、開催するようにしたことに加え、いじめ防止のための

対策を実行的に行ったり、重大事態が発生した場合には、教育委員会の諮問に応じて調査を行った

りするいじめ問題対策委員会の設置及び開催も規定しました。 

 このいじめ問題対策委員会は、いじめへの学識を有する大学教授、弁護士、臨床心理士、ＰＴＡ

連合会会長で構成され、本巣市のいじめ問題解消に向けて専門的な見地から継続的に御指導をいた

だいております。さらに、命や心身に重大な被害があった場合などの重大事態発生時のため、市長

部局に置くいじめ問題調査委員会も、既に弁護士などの委員を委嘱しており、もしもの場合にすぐ

に対応できる備えをしております。市には顧問弁護士もおり、法的な知識が必要な問題に対しても

十分対応できる体制が整っていると考えています。 

 また、いじめや不登校などの悩みや不安など学校には相談しづらいことに対応するため、市でリ

ーフレットを作成し、多様な外部の相談窓口で相談に応じていることを子どもや保護者に伝えてい

ます。今後も、学校といじめや不登校問題に対する危機意識を共有しながら、学校が子どもたちに

とって安心・安全な場所となり、自分の力を最大限に発揮して伸ばすことができるよう支援してま

いりたいと考えております。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 先ほど説明させていただきましたスクールロイヤー制に匹敵というか、それにまさるような未然

防止から、もしもの有事の場合に調査委員会、対処するための顧問弁護士と、非常にきめ細かい対

策がとられていると実に感心してお伺いしておりました。できれば調査委員会とか最終的な弁護士

の相談がないように、事前に防げるような努力を一層していただいて、子どもの健全な育成に努め

ていただきたいと、そんなように思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、２点目ですけれども、今度は高齢者関係のお話に移らせていただきたいと思いますが、

今後の福祉介護について、あちこちで言われるように、2025年問題で団塊の世代の方がいよいよ後

期高齢者の年齢に達すると、一気に高齢者がふえるというようなことで、その対応についてどのよ

うな対策をしていいのかとか、そんなことが盛んに各地で審議されたりしております。そして、

2018年のダブル改定というようなことで、診療報酬と介護報酬が改定され、地域の包括ケアシステ

ムを構築しなさいというようなことで、各市町村にそのような問題を投げかけられておるわけでご

ざいますが、2020年をめどにというようなお話でございますけれども、このことついて、本市の対

応についてお伺いしたいと思います。 

 地域包括ケアという言葉を耳にして、私も勉強をさせていただいたんですけれども、なかなか御

存じない方も一般の方の中には見えますようですので、まず地域包括ケアというものがどのような
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ものかということと、本市におけるその構築状況はどのような状態にあるかということをお聞かせ

願いたいと思います。よろしくお願いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長 久富和浩君。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 それでは、地域包括ケアにつきまして御説明をさせていただきます。 

 地域包括ケアとは、高齢者の尊厳の保持と自立支援や要介護状態の重度化防止を図り、住みなれ

た地域で生活を継続できるよう医療、介護、福祉などが連携し、必要なサービスを一体となって切

れ目なく提供していくものでございます。 

 次に、本市における地域包括ケアシステムの構築状況でございます。 

 本市の地域包括ケアシステムは、本巣市社会福祉協議会にあります地域包括支援センターをネッ

トワークの中心に位置づけまして、地域全体の情報を集積し、医療と介護の連携や関係機関とのネ

ットワークの構築を図っております。 

 本市の地域包括ケアシステムの構築に向けたこれまでの主な取り組み状況につきましては、次の

とおりでございます。 

 １つ目は、医療と介護の関係者による多職種連携研修会を開催し、在宅医療の充実や医療と介護

の連携促進を図り、顔の見える関係づくりに取り組んでおります。 

 ２つ目でございます。在宅医療・介護連携推進事業といたしまして、もとす医師会及び本巣地域

包括支援センターの共催により一般市民向け講演会を開催し、在宅医療の普及啓発を行っておりま

す。 

 ３つ目は、介護予防や認知症予防として、活動的な状態にある高齢者や要支援・要介護状態にな

るおそれのある高齢者を対象に、転倒予防教室やきらり元気アップ教室、脳のいきいき教室、認知

症予防教室を開催しております。 

 ４つ目は、生活支援体制整備事業として地域包括支援センターに生活支援コーディネーターを配

置し、住民を主体とした地域づくりを目的に市内の中学校区を単位とした協議体を設置し、毎月１

回、単位ごとに活動をしております。本年度は、10月に全体会を開催し、各地域の取り組み状況を

発表するなど、情報共有や交流を図ることで充実に向けた取り組みを始めたところでございます。 

 ５つ目は、認知症高齢者やその家族が安心して暮らせるまちづくりを目指すため、本巣・糸貫・

真正地域に住民主体型の認知症カフェを設置しております。 

 ６つ目は、認知症を正しく理解する認知症サポーター養成講座を開催しております。今年度から

市内の小学生、４年から６年生の福祉教育の一環として、キッズサポーター養成講座にも取り組ん

でおります。 

 このほか、地域の介護予防の活動の担い手の確保に向けた介護予防サポーター養成講座や、高齢

者が抱える課題を個別に解決するための地域ケア会議の開催、認知症患者等の早期対応や必要な制
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度に関する情報提供など支援を行う認知症初期集中支援チームの設置など、さまざまな取り組みを

行っております。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 非常に多様な取り組みがされているというふうに感心いたしました。 

 最初に、医療と介護の関係者による多職種連携研修会というのを開催して顔が見える関係づくり

に取り組んでいると。これが非常に共通理解を得る上では大事なことだと思いますけれども、当初

は、これは何回かやらないとなかなか効果がないと思いますが、再質問ですが、これはどれぐらい

の頻度で行われているのかちょっとお聞きしたいと思いますが、お願いいたします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 健康福祉部長 久富和浩君。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 この多職種連携研修会でございますが、参加される方につきましては、医療をつかさどります医

師の方、それから薬剤師の方、それから社会福祉協議会、それからまた福祉関係の行政、それから

消防関係の事務組合職員の方とか、多職種の方が参加をしてみえまして、今年度、２カ月に１回、

年６回の開催をいたしまして、ワークショップや講演会等の研修会を実施しております。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 基礎づくりということで、そういった多職種の方々が連携していただくのは非常に重要なことか

と思います。これも、なかなかきめ細かい対応がされているようで非常にありがたいことかなあと

思います。 

 ２番目の質問に入りますが、これは何回もほかの議員たちも質問して、独居老人世帯とか老老世

帯の数等がかなり多いと、老老世帯に関しては26.1％、独居老人については12.9％ですかね、この

ような割合でもう既に存在していると。当然、これは今後増加が見込まれるわけで、これ以上増加

した場合に、こういった家庭をどのように見守って、安心・安全の確保をしていくかということが

なかなか重要な課題に今後なってくると思われます。 

 自治会においても、熱心に取り組まれているような自治会があるとお聞きはしておりますけれど

も、本市においては今後どのような取り組みをされていくのかお伺いしたいと思います。お願いし
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ます。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長 久富和浩君。 

○健康福祉部長（久富和浩君） 

 それでは、本市の老老世帯、独居老人世帯の見守りや安全・安心確保の取り組みはということに

つきましてお答えをさせていただきます。 

 現在は、三世代同居が当たり前であった時代とは一変し、少子化や核家族化により夫婦のみで暮

らす高齢者やひとり暮らしの高齢者がふえ、高齢者の生活は大きく変わってきております。また、

以前は地域における近所づき合いや交流など活発に行われていましたが、最近はこうしたつながり

が希薄化しております。 

 そのため、本市では、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせるよう、民生委員・児童委員及

び地域福祉協力員による訪問や、配達業務等で地域でかかわりのある民間事業者の協力による見守

り活動や、消費者被害防止として高齢者家庭を中心とした市職員による家庭訪問啓発活動、社会福

祉協議会による75歳以上のひとり暮らし世帯を対象とした定期的な訪問活動を行っているところで

ございます。また、ひとり暮らしの高齢者の緊急時の連絡等の不安を解消する支援策として、緊急

通報体制支援事業を実施しております。 

 一方で、地域ボランティアで運営している市内61カ所のサロンは、居場所として機能するだけで

なく、見守りの機能もございます。いつも利用していた人が来なくなった場合の声かけや、サロン

と地域包括支援センターの連携により、早期発見や必要な支援につながることが期待できます。ま

た、宝珠ハイツ自治会には、自治会で編成する見守りボランティアが設置され、コミュニティーに

よる見守り活動が展開をされております。 

 今後も市が実施する介護予防サポーター養成講座の実施など、地域の介護予防の活動の担い手の

確保に努め、ボランティアによる地域の見守りの裾野を広げ、市、社会福祉協議会及び地域が連携

を図りながら取り組んでまいります。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 今後一層、独居老人家庭、もしくは老老世帯が増加するということで、この体制づくりというの

は非常に大変なことになってくることかと思われますが、今お聞きしたように、一部自治会では見

守りボランティアを設置されているというようなお話がございましたので、要望としまして、この

ような自治会における見守りボランティアというような、そういったものの設立を行政からもぜひ

指導いただけるような形ができたらありがたいなあと、そのように思います。どうぞよろしくお願
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いいたします。 

 それでは、３点目の自然保護についての質問に移らせていただきます。 

 議員にならせていただいて、自然保護については毎回質問をさせていただいて、時には毎回同じ

質問をするなと、こんなことを言われながら続けております。 

 ただし、今まで何回か質問させていただいたところで、蛍の分布状況とか、蛍の発生数の経年変

異、それから外来生物の駆除の頭数やらキロ数、そして鳥獣害の駆除についての被害状況やら、ど

れぐらいの頭数を駆除したかとか、水生生物についてはくどくど聞いておりますけれども、その確

認個体数の推移、さらに外来種の侵入状況はどういうふうで、多様性はどれほど劣化しておるのか

というようなことで順番に聞いてきまして、もう一つの資料冊子ができるほどのデータが集まって

きました。 

 実は先般、生物多様性地域戦略というものを2020年までに環境省ができればつくれというような

お話をさせていただいた中で、実際に本巣市で、既にかなりの分野の生物多様性戦略が実際に行わ

れている。私がお聞きしてきた内容がほぼそういったもので、それに対して課題を見つけて今後ど

うするかをつけ足せばできてしまうのかなあと、こんなことを思いつつ、今回は本巣市が実際に基

礎調査を行われ、水生生物については毎年やってみえる。そのデータの中から希少種であるレッド

リストと外来生物であるブルーリスト、これをどの程度あるものかということをどれほど把握され

ているかと、こんなことをお聞きしたいと、そのように思いますので、まず１つ目の質問は、レッ

ドリスト、ブルーリストの把握はどれほどされているか、お願いいたします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それでは、本市に生息しておりますレッドリスト、ブルーリストに上げられた生物種の把握状況

についてお答えをさせていただきます。 

 市の財産であります豊かな自然環境の実態を総合的に把握することを目的といたしまして、少し

前でございますが、平成25年度に、山林１カ所、農地３カ所、住宅密集地３カ所の自然環境の違う

７カ所におきまして、それぞれ１キロメートル四方のメッシュに区切った範囲の中で、植物、哺乳

類、鳥類、爬虫類、両生類、魚類、昆虫類、貝類の８部類を対象といたしまして、生息生物の実態

調査の予備調査を行ったところでございます。 

 その調査結果によりますと、絶滅が危惧されます動植物種の一覧でありますレッドリストのうち、

絶滅及び野生絶滅というものに該当する種は確認がされなかったというところでございます。絶滅

の危機に瀕している種につきましては、ニホンウナギやアオハダトンボなど３種類、絶滅の危機が

増大しております種につきましては、ニホンアマガエルやウツボクサなど17種類、絶滅危惧に移行

する可能性のある種につきましては、オオタカやドンコなど30種類を把握しております。 

 次に、生育・生息している外来生物種の一覧でありますブルーリストのうち、広範囲に分布・定
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着しているものにつきましては、アライグマやオオキンケイギクなど23種類、分布は局所的である

ものについては、オランダガラシなど16種類、侵入は初期段階、もしくは未定着というものにつき

ましては、ヨコヅナサシガメやアレチウリなど15種類を把握しております。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 今お聞きする中でレッドリスト、絶滅に瀕しているようなものもたくさんありましたが、逆にブ

ルーリストで侵入、生息している外来生物も多数いるというようなことをお伺いしました。 

 そんな中で、絶滅してしまったものはないというようなお話でございましたが、これは調査を始

めてからのお話でございまして、実際には2001年、根尾の中村というところの河原にオオサンショ

ウウオが横たわってけがをしておるのを保護して助けられたという情報以来、公式には、もうオオ

サンショウウオは本巣管内からは出ていないということで、既に2001年からですと10年以上たって

いますので、生物学的に絶滅という判定が下るのかなあと、こんなことを思ったりしながら、そう

いったデータを残すということが非常に大切でございますので、平成25年ですか、基礎調査を行わ

れたのは。これを５年ごとなり、３年ごとなり、定期的に行われる、この必要性が非常に高いと思

いますので、実施について要望をさせていただきます。 

 では、２件目の質問に移らせていただきます。 

 現在実施されている水生生物群、これは毎年行われているわけでございますが、この調査の枠の

範囲、それからできれば水生生物からちょっと陸に上がった陸生の生き物まで、こういったものに

広げていく必要があると思われますが、今後、その拡大についてどのようにお考えかお聞きしたい

と思います。よろしくお願いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民環境部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 それでは、水生生物調査の枠の拡大についての考えについてお答えをさせていただきます。 

 水生生物調査につきましては、現在、真正地域、糸貫地域及び本巣地域南部の13カ所の地点で実

施をしているところでございますが、本巣地域の北部や根尾地域まで範囲の拡大をしまして、市内

全域において調査を進めてまいりたいと考えております。 

 調査の範囲を拡大することによりまして、市全体の水生生物の個体数や種類等を把握することが

できるようになり、これらの状況を確認することによりまして、生物群全体の動向もある程度は把

握できるものと考えられますので、水生生物調査の動向等を踏まえまして、生物群の枠を拡大する

ことについては検討してまいりたいというふうに考えております。 
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 また、現在実施をしております水生生物調査の結果につきましては、広く市民の皆様に知ってい

ただくように、本年11月から市のホームページに掲載をしているところでございます。以上でござ

います。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 ありがとうございました。 

 まずは地域の拡大ということで、根尾地域まで範囲を拡大していただけるというようなことで、

生物枠については検討をしていただけるというようなことで、非常にありがたい御返答をいただき

ました。 

 この中に、現在実施しておる水生生物の調査についてのデータをホームページで公開、もう既に

されているというようなお話がございますが、水生生物の名前をぽっと出されても、なかなか一般

の方はおわかりにならないかと思いますが、公開方法ですけれども、写真とともに名前を載せてい

ただいているのか、名前だけを列記されているのか、ちょっと再質問でお聞きしたいと思います。

お願いします。 

○副議長（瀬川治男君） 

 ただいまの再質問についての答弁を担当部長に求めます。 

 市民環境部長 洞口博行君。 

○市民環境部長（洞口博行君） 

 今の質問にお答えしますが、ホームページに公開しているものにつきましては、水質の階級を今

４つ上げまして、そこにいろいろ生息をしております魚とか、いろんなものの名前もあわせて掲載

をしておるところでございます。以上でございます。 

〔４番議員挙手〕 

○副議長（瀬川治男君） 

 寺町茂君。 

○４番（寺町 茂君） 

 環境省が示している４段階の水質表に合わせてのホームページ公開ということですが、せっかく

公開していただくのですから、レッドリスト、ブルーリスト、写真とその種名を合わせて、見やす

い方法でお願いできたらありがたいと、そんなように思います。 

 これで自然環境についての質問を５回ほどさせていただきましたが、前段で申しましたように、

かなりの多様性戦略、本巣市の自然を把握して、外来生物は駆除し、害獣についてはやっぱり駆除

し、あと啓発については、実際には一部の学校で環境教育、自治会でもされておりますので、こう

いったものの拡大によって、一層この戦略が進んでいくかと思います。 

 最後に要望として、そういったものを取りまとめた生物多様性戦略の冊子をぜひとも早急に制作
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に当たっていただきたいと、そのようなことを要望して私の質問を終わらせていただきたいと思い

ます。どうも御清聴ありがとうございました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  散会の宣告 

○副議長（瀬川治男君） 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 12月14日金曜日午前９時から本会議を開催しますので御参集ください。 

 本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。 

午後２時33分 散会  
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